
【表紙】

【提出書類】 訂正有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 平成26年8月12日提出

【発行者名】 野村アセットマネジメント株式会社

【代表者の役職氏名】 ＣＥＯ兼執行役社長 渡邊　国夫

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋一丁目１２番１号

【事務連絡者氏名】 松井　秀仁

【電話番号】 03-3241-9511

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券に係るファンドの名称】

米国変動好金利ファンド　Ａコース

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

【届出の対象とした募集（売出）内国投資

信託受益証券の金額】

(1)当初自己設定日(平成25年11月25日)

　米国変動好金利ファンド　Ａコース

　　100億円を上限とします。

　米国変動好金利ファンド　Ｂコース

　　100億円を上限とします。

(2)継続申込期間(平成25年11月25日から平成27年2月12日まで)

　米国変動好金利ファンド　Ａコース

　　1兆円を上限とします。

　米国変動好金利ファンド　Ｂコース

　　1兆円を上限とします。

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

　本日、有価証券報告書を提出いたしましたので、平成25年11月 8日付をもって提出した有価証券届出書（以

下「原届出書」といいます。）の関係情報を更新するため、また、記載事項の一部に訂正事項がありますので

これを訂正するため本訂正届出書を提出するものです。

２【訂正の内容】

　原届出書の下記の記載事項につきましては内容を更新・訂正いたします。

　　　第二部ファンド情報　第1ファンドの状況　5運用状況

　　　第二部ファンド情報　第3ファンドの経理状況

 

　　また、それ以外の訂正事項につきましては、＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部　は訂正

部分を示し、＜更新後＞の記載事項は原届出書の更新後の内容を示します。
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第一部【証券情報】

（５）申込手数料

＜訂正前＞

①取得申込日の翌営業日の基準価額に3.15％（税抜3.0％）以内
※
で販売会社が独自に定める率を乗じて得た

額とします。

※詳しくは販売会社にお問い合わせください。また、消費税率が8％となる平成26年4月1日以降は、3.24％以内と

なります。

②収益分配金を再投資する場合には無手数料とします。

 

＜訂正後＞

①取得申込日の翌営業日の基準価額に3.24％（税抜3.0％）以内
※
で販売会社が独自に定める率を乗じて得た

額とします。

※詳しくは販売会社にお問い合わせください。

②収益分配金を再投資する場合には無手数料とします。
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１ファンドの性格

（１）ファンドの目的及び基本的性格

＜訂正前＞ 

◆米ドル建ての企業向け貸付債権（「バンクローン」といいます。）を実質的な主要投資対象
※
とし、高

水準のインカムゲインの確保と中長期的な信託財産の成長を目指して運用を行なうことを基本としま

す。

※主として米ドル建てのバンクローンに投資する投資信託証券（投資信託および外国投資信託の受益証券

（投資法人および外国投資法人の投資証券を含みます。）。以下同じ。）および残存期間の短い公社債や

コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券を主要投資対象とする投資信託証券に投資するファンド・オ

ブ・ファンズ方式で運用します。「実質的な主要投資対象」とは、投資信託証券を通じて投資する、主要

な投資対象という意味です。

 

■信託金の限度額■

信託金限度額は、各ファンドにつき5,000億円です。ただし、受託者と合意のうえ、当該信託金限度額を

変更することができます。

 

 

 

＜訂正後＞ 

◆米ドル建ての企業向け貸付債権（「バンクローン」といいます。）を実質的な主要投資対象
※1

とし、高

水準のインカムゲインの確保と中長期的な信託財産の成長を目指して運用を行なうことを基本としま

す。

なお、米ドル建ての高利回り事業債
※2

（ハイ・イールド・ボンド）等に実質的に投資する場合がありま

す。

※1　主として米ドル建てのバンクローンに投資する投資信託証券（投資信託および外国投資信託の受益証券（投

資法人および外国投資法人の投資証券を含みます。）。以下同じ。）および残存期間の短い公社債やコマー

シャル・ペーパー等の短期有価証券を主要投資対象とする投資信託証券に投資するファンド・オブ・ファン

ズ方式で運用します。「実質的な主要投資対象」とは、投資信託証券を通じて投資する、主要な投資対象と

いう意味です。

※2　格付機関によってBB格相当以下の格付が付与されているもの（格付のない場合には同等の信用度を有すると

判断されるものを含みます。）をいいます。

 

■信託金の限度額■

信託金限度額は、各ファンドにつき5,000億円です。ただし、受託者と合意のうえ、当該信託金限度額を

変更することができます。

 

 

（３）ファンドの仕組み
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＜更新後＞

■委託会社の概況(平成26年6月末現在)■

・名称

野村アセットマネジメント株式会社

・本店の所在の場所

東京都中央区日本橋一丁目12番１号

・資本金の額

17,180百万円

・会社の沿革

昭和34年(1959年)12月１日 野村證券投資信託委託株式会社として設立

平成９年(1997年)10月１日 投資顧問会社である野村投資顧問株式会社と合併して野村

アセット・マネジメント投信株式会社に商号を変更

平成12年(2000年)11月１日 野村アセットマネジメント株式会社に商号を変更

平成15年（2003年）6月27日 委員会等設置会社へ移行

・大株主の状況

名称 住所 所有株式数 比率

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 5,150,693株 100％

 

 

２投資方針

（１）投資方針

＜訂正前＞

◆ファンドは、米ドル建てのバンクローンを主要投資対象とする投資信託証券および残存期間の短い公社債や

コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券を主要投資対象とする投資信託証券に投資します。

 

◆Aコース、Bコースが投資する投資信託証券は、外貨建資産の為替ヘッジ方針について、各々以下のものに限

定することを基本とします。

Ａコース Ｂコース

為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

●外貨建資産について、為替ヘッジを行なう

ことを基本とするもの。

●上記に類するもの。

●外貨建資産について、為替ヘッジを行なわ

ないことを基本とするもの。

●上記に類するもの。

 

◆投資信託証券への投資は高位を維持することを基本とします。なお、通常の状況においては、米ドル建

てのバンクローンを主要投資対象とする投資信託証券への投資を中心とします
※
が、投資比率には特に制

限は設けず、各投資対象ファンドの収益性および流動性ならびにファンドの資金動向等を勘案のうえ決

定することを基本とします。

※通常の状況においては、米ドル建てのバンクローンを主要投資対象とする投資信託証券への投資比率は、概ね90%
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以上を目処とします。

 

◆投資信託証券への投資にあたっては、指定投資信託証券の中から、定性評価、定量評価等を勘案して選

択した投資信託証券に投資を行なうことを基本とします。なお、組入投資信託証券については適宜見直

しを行ないます。

ファンド 指定投資信託証券（2013年11月8日現在）

Ａコース

ノムラ・グローバル・マネージャー・セレクト－バンクローン・ファンド

－日本円為替ヘッジクラス

野村マネー　マザーファンド

Ｂコース

ノムラ・グローバル・マネージャー・セレクト－バンクローン・ファンド

－日本円クラス

野村マネー　マザーファンド

 

◆指定投資信託証券は、定性評価、定量評価等を勘案して適宜見直しを行ないます。この際、指定投資信

託証券として指定されていた投資信託証券が指定から外れる場合や、新たな投資信託証券が指定投資信

託証券として指定される場合があります。

 

資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

 

＜訂正後＞

◆ファンドは、米ドル建てのバンクローンを主要投資対象とする投資信託証券および残存期間の短い公社債や

コマーシャル・ペーパー等の短期有価証券を主要投資対象とする投資信託証券に投資します。

 

◆Aコース、Bコースが投資する投資信託証券は、外貨建資産の為替ヘッジ方針について、各々以下のものに限

定することを基本とします。

Ａコース Ｂコース

為替ヘッジあり 為替ヘッジなし

●外貨建資産について、為替ヘッジを行なう

ことを基本とするもの。

●上記に類するもの。

●外貨建資産について、為替ヘッジを行なわ

ないことを基本とするもの。

●上記に類するもの。

 

◆投資信託証券への投資は高位を維持することを基本とします。なお、通常の状況においては、米ドル建

てのバンクローンを主要投資対象とする投資信託証券への投資を中心とします
※
が、投資比率には特に制

限は設けず、各投資対象ファンドの収益性および流動性ならびにファンドの資金動向等を勘案のうえ決

定することを基本とします。

※通常の状況においては、米ドル建てのバンクローンを主要投資対象とする投資信託証券への投資比率は、概ね90%

以上を目処とします。

 

◆投資信託証券への投資にあたっては、指定投資信託証券の中から、定性評価、定量評価等を勘案して選

択した投資信託証券に投資を行なうことを基本とします。なお、組入投資信託証券については適宜見直

しを行ないます。
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ファンド 指定投資信託証券（2014年8月12日現在）

Ａコース

ノムラ・グローバル・マネージャー・セレクト－バンクローン・ファンド

－日本円為替ヘッジクラス

野村マネー　マザーファンド

Ｂコース

ノムラ・グローバル・マネージャー・セレクト－バンクローン・ファンド

－日本円クラス

野村マネー　マザーファンド

 

◆指定投資信託証券は、定性評価、定量評価等を勘案して適宜見直しを行ないます。この際、指定投資信

託証券として指定されていた投資信託証券が指定から外れる場合や、新たな投資信託証券が指定投資信

託証券として指定される場合があります。

 

資金動向、市況動向等によっては上記のような運用ができない場合があります。

 

（２）投資対象

＜更新後＞

米ドル建てのバンクローンに投資する投資信託証券および残存期間の短い公社債やコマーシャル・ペー

パー等の短期有価証券に投資する投資信託証券を主要投資対象とします。なおコマーシャル・ペーパー等

の短期有価証券ならびに短期金融商品等に直接投資する場合があります。

 

①投資の対象とする資産の種類(信託約款)

この信託において投資の対象とする資産（本邦通貨表示のものに限ります。）の種類は、次に掲げる

ものとします。

1．次に掲げる特定資産（「特定資産」とは、投資信託及び投資法人に関する法律第2条第1項で定め

るものをいいます。以下同じ。）

イ．有価証券

ロ．約束手形（イに掲げるものに該当するものを除きます。）

ハ．金銭債権（イ及びロに掲げるものに該当するものを除きます。）

2．次に掲げる特定資産以外の資産

イ．為替手形

②有価証券の指図範囲等(信託約款)

委託者は、信託金を、別に定める投資信託証券のほか、次の有価証券（金融商品取引法第2条第2項の

規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を除くものとし、本邦通貨表示のものに限り

ます。）に投資することを指図します。

1．コマーシャル・ペーパーおよび短期社債等

2．外国または外国の者の発行する証券または証書で、前号の証券の性質を有するもの

3．国債証券、地方債証券、特別の法律により法人の発行する債券および社債券（新株引受権証券と

社債券とが一体となった新株引受権付社債券の新株引受権証券および短期社債等を除きます。）

4．指定金銭信託の受益証券（金融商品取引法第2条第1項第14号で定める受益証券発行信託の受益証

券に限ります。）
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なお、第3号の証券を以下「公社債」といい、公社債にかかる運用の指図は買い現先取引（売戻し条件

付の買い入れ）および債券貸借取引（現金担保付き債券借入れ）に限り行なうことができるものとし

ます。

③金融商品の指図範囲等(信託約款)

委託者は、信託金を、上記②に掲げる有価証券のほか、次に掲げる金融商品（金融商品取引法第2条第

2項の規定により有価証券とみなされる同項各号に掲げる権利を含みます。）により運用することを指

図することができます。

1．預金

2．指定金銭信託（上記②に掲げるものを除く。）

3．コール・ローン

4．手形割引市場において売買される手形

 

(参考)投資対象とする投資信託証券について

　以下はファンドが投資を行なう投資信託証券の投資方針、関係法人、信託報酬等について、平成26年8

月12日現在で委託会社が知りうる情報等を基に記載したものです(個別に時点の記載がある場合を除きま

す。）。

　今後、投資対象とする投資信託証券の各委託会社(運用会社)の都合等により、記載の内容が変更となる

場合があります。

　また、ここに記載した投資信託証券は上記日付現在のものであり、今後、投資対象から除外される場

合、あるいは、ここに記載された以外の投資信託証券が新たに追加となる場合等があります。

 

ファンド名（形態）
ノムラ・グローバル・マネージャー・セレクト－バンクローン・ファンド

日本円為替ヘッジクラス／日本円クラス（ケイマン諸島籍円建外国投資信託）

投資顧問会社 野村アセットマネジメント株式会社

副投資顧問会社 ドイチェ・インベストメント・マネジメント・アメリカズ・インク

受託会社
ブラウン・ブラザーズ・ハリマン・トラスト・カンパニー（ケイマン）・リミテッ

ド

主要投資対象 米ドル建てのバンクローン

投資方針

・米ドル建てのバンクローンを主要投資対象とし、高水準のインカムゲインの確保

と中長期的な信託財産の成長を目指して運用を行なうことを基本とします。な

お、米ドル建てのハイ・イールド・ボンド
※
等に投資する場合があります。

※格付機関によってBB格相当以下の格付が付与されているもの（格付のない場合には同等

の信用度を有すると判断されるものを含みます。）をいいます。

・バンクローンへの投資にあたっては、原則として、弁済順位が高く、かつ担保が

設定されたバンクローンに投資を行ないます。また、主として、取得時において

格付機関によってBB格相当以下の格付が付与されたもの（格付のない場合には同

等の信用度を有すると判断されるものを含みます。）に投資を行ないます。

・日本円為替ヘッジクラスは、組入外貨建資産について、原則として為替ヘッジに

より為替変動リスクの低減を図ることを基本とします。

・日本円クラスは、組入外貨建資産について原則として為替ヘッジを行ないませ

ん。
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主な投資制限

・同一企業のバンクローン、ハイ・イールド・ボンド等への投資は、取得時におい

て、原則としてファンドの純資産総額の10％以内とします。

・無担保の貸付債権への投資は行ないません。

・株式への直接投資は行ないません。株式への投資は優先証券のうち株券または新

株引受権証書の性質を有するものまたは転換社債を転換および新株予約権を行使

したものならびに社債権者割当等により取得したものに限り、株式への投資割合

は信託財産の純資産総額の10％以内とします。

・投資信託証券（上場投資信託証券を除く。）への投資割合は、ファンドの純資産

総額の5％以内とします。

・デリバティブの利用は、ヘッジ目的に限定しません。

信託期間 無期限（平成25年11月26日設定）

信託報酬
純資産総額の0.6675％（年率）

※

※純資産総額等によっては、記載の信託報酬率を下回る場合があります。

信託財産留保額 １口につき純資産価格の0.3％（当初1口＝1万円）

その他の費用

信託財産に関する租税、組入有価証券の売買時の売買委託手数料、信託事務の処理

に要する費用および信託財産の監査に要する費用、外貨建資産の保管などに要する

費用、副投資顧問会社の追加に要する費用、借入金の利息および立替金の利息な

ど。

ファンドの設立に係る費用（3年を超えない期間にわたり償却）。

上記の他、一般社団法人投資信託協会の定めるファンド・オブ・ファンズ組入投資信託および投資法人の要件を満たしてお

ります。

＊　Aコースは「ノムラ・グローバル・マネージャー・セレクト－バンクローン・ファンド－日本円為替ヘッジクラス」

を、Bコースは「ノムラ・グローバル・マネージャー・セレクト－バンクローン・ファンド－日本円クラス」を組み入

れます。

 

 

ファンド名 野村マネー　マザーファンド

委託会社 野村アセットマネジメント株式会社

主要投資対象 円建ての短期有価証券

 

（野村マネー　マザーファンド）

 

運　用　の　基　本　方　針

 

　約款第13条に基づき委託者の定める方針は、次のものとします。

 

１．基本方針

　この投資信託は、本邦通貨表示の公社債等に投資を行ない、安定した収益と流動性の確保を図ることを

目的として運用を行ないます。

 

２．運用方法

(1) 投資対象

　本邦通貨表示の短期有価証券を主要投資対象とします。
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(2) 投資態度

①　残存期間の短い公社債やコマーシャル・ペーパー等の短期有価証券への投資により利息等収益の確

保を図り、あわせてコール・ローンなどで運用を行なうことで流動性の確保を図ります。

②　資金動向、市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。

(3) 投資制限

①　株式への投資は行ないません。

②　外貨建資産への投資は行ないません。

③　有価証券先物取引等は約款第14条の範囲で行ないます。

④　スワップ取引は約款第15条の範囲で行ないます。

 

（４）分配方針

＜訂正前＞

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行ないます。

①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子・配当等収益と売買益（評価益を含みます。）

等の全額とします。

②収益分配金額は、上記①の範囲内で、委託者が決定するものとし、原則として、利子・配当等収益等を

中心に分配を行なうことを基本とします。ただし、基準価額水準等によっては、売買益等が中心となる

場合があります。なお、市況動向や基準価額水準等によっては、分配金額が大きく変動する場合があり

ます。

③留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行ない

ます。

 

＊委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額

について示唆、保証するものではありません。

 

◆ファンドの決算日

原則として毎月19日
※
(休業日の場合は翌営業日)を決算日とします。

※初回決算日は平成26年1月20日となります。

 

 

 

 

＜訂正後＞

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を行ないます。

①分配対象額の範囲は、経費控除後の繰越分を含めた利子・配当等収益と売買益（評価益を含みます。）

等の全額とします。

②収益分配金額は、上記①の範囲内で、委託者が決定するものとし、原則として、利子・配当等収益等を

中心に分配を行なうことを基本とします。ただし、基準価額水準等によっては、売買益等が中心となる

場合があります。なお、市況動向や基準価額水準等によっては、分配金額が大きく変動する場合があり

ます。
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③留保益の運用については、特に制限を設けず、委託者の判断に基づき、元本部分と同一の運用を行ない

ます。

 

＊委託会社の判断により分配を行なわない場合もあります。また、将来の分配金の支払いおよびその金額

について示唆、保証するものではありません。

 

◆ファンドの決算日

原則として毎月19日(休業日の場合は翌営業日)を決算日とします。

 

 

 

 

４手数料等及び税金

（１）申込手数料

＜更新後＞

①取得申込日の翌営業日の基準価額に、3.24％ (申込手数料および当該申込手数料にかかる消費税等に相

当する率) (税抜3.0％)以内
※
で販売会社が独自に定める率を乗じて得た額とします。

※詳しくは、販売会社にお問い合わせ下さい。販売会社については、「サポートダイヤル」までお問い合わせ下

さい。

②収益分配金を再投資する場合には無手数料とします。

 

（３）信託報酬等

＜更新後＞

信託報酬の総額は、ファンドの計算期間を通じて毎日、ファンドの純資産総額に年1.08％(税抜年

1.00％)の率（「信託報酬率」といいます。）を乗じて得た額とし、信託報酬は毎計算期末または信託終了

のときファンドから支払われます。

信託報酬率の配分については、次の通り(税抜)とします。

＜委託会社＞ ＜販売会社＞ ＜受託会社＞

年0.27％ 年0.70％ 年0.03％

 

◆なお、この他にファンドが投資する外国投資信託に関しても費用等がかかります。

(参考)投資対象とする外国投資信託に係る信託報酬率

外国投資信託の名称 信託報酬率

ノムラ・グローバル・マネージャー・セレクト
－バンクローン・ファンド
－日本円為替ヘッジクラス

年0.6675％
※

ノムラ・グローバル・マネージャー・セレクト
－バンクローン・ファンド

－日本円クラス

※純資産総額等によっては、記載の信託報酬率を下回る場合があります。
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　当該外国投資信託は、上記の他に、信託財産に関する租税、組入有価証券の売買時の売買委託手数

料、信託事務の処理に要する費用および信託財産の監査に要する費用、外貨建資産の保管などに要す

る費用、副投資顧問会社の追加に要する費用、借入金の利息および立替金の利息等を負担する場合が

あります。

　なお、申込手数料はかかりません。

 

◆ファンドの信託報酬にファンドが投資対象とする投資信託証券の信託報酬等を加えた、受益者が実質的

に負担する信託報酬率について、平成26年8月12日現在で想定される概算値は以下の通りです。ただ

し、この値はあくまでも実質的な信託報酬の目安であり、ファンドの実際の投資信託証券の組入れ状況

によっては、実質的な信託報酬は変動します。

実質的な信託報酬率（税込）の概算値

年1.7475％程度

※投資対象とする投資信託証券の純資産総額等によっては、記載の信託報酬率を下回る場合がありま

す。

 

（５）課税上の取扱い

＜更新後＞

課税上は、株式投資信託として取扱われます。

■個人、法人別の課税について■

◆個人の投資家に対する課税

＜収益分配金に対する課税＞

　分配金のうち課税扱いとなる普通分配金については、20.315％(国税(所得税及び復興特別所得税)

15.315％および地方税5％)の税率による源泉徴収が行なわれます。なお、確定申告により、申告分

離課税もしくは総合課税のいずれかを選択することもできます。

なお、配当控除は適用されません。

＜換金（解約）時および償還時の差益（譲渡益）に対する課税＞

　換金(解約)時および償還時の差益(譲渡益)については、申告分離課税により20.315％(国税

15.315％および地方税5％)の税率が適用され、源泉徴収口座を選択した場合は20.315％の税率によ

り源泉徴収が行なわれます。

［譲渡損失と収益分配金との間の損益通算について］

　換金（解約）時および償還時の差損（譲渡損失）については、確定申告等により上場株式等の配

当所得（申告分離課税を選択した収益分配金・配当金に限ります。）との通算が可能です。

※公募株式投資信託は税法上、平成26年1月1日以降の少額投資非課税制度「愛称：NISA（ニーサ）」の適

用対象です。NISAをご利用の場合、毎年、年間100万円の範囲で新たに購入した公募株式投資信託など

から生じる配当所得及び譲渡所得が5年間非課税となります。他の口座で生じた配当所得や譲渡所得と

の損益通算はできません。ご利用になれるのは、満20歳以上の方で、販売会社で非課税口座を開設する

など、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社にお問い合わせください。

◆法人の投資家に対する課税

　分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金(解約)時および償還時の個別元本超過額に

ついては、15.315％(国税15.315％)の税率で源泉徴収
※
が行なわれます。なお、地方税の源泉徴収は

EDINET提出書類

野村アセットマネジメント株式会社(E12460)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

12/77



ありません。

※源泉税は所有期間に応じて法人税額から控除

なお、益金不算入制度は適用されません。

 

税金の取扱いの詳細については税務専門家等にご確認されることをお勧めします。

 

■換金（解約）時および償還時の課税について■

［個人の投資家の場合］

換金（解約）時および償還時の差益
※
については、譲渡所得とみなして課税が行われます。

※換金（解約）時および償還時の価額から取得費（申込手数料（税込）を含む）を控除した利益を譲渡

益として課税対象となります。

［法人の投資家の場合］

換金（解約）時および償還時の個別元本超過額が源泉徴収の対象（配当所得）となります。

なお、買取りによるご換金について、詳しくは販売会社にお問い合わせください。

 

■個別元本について■

◆追加型投資信託を保有する受益者毎の取得元本をいいます。

◆受益者が同一ファンドの受益権を複数回取得した場合や受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取っ

た場合などには、当該受益者の個別元本が変わりますので、詳しくは販売会社へお問い合わせくださ

い。

 

■分配金の課税について■

◆分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる「元本払戻金（特別分配金）」（受

益者毎の元本の一部払戻しに相当する部分）があります。

※上図はあくまでもイメージ図であり、個別元本や基準価額、分配金の各水準等を示唆するものではありま

せん。
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＊税法が改正された場合等は、上記「(5)課税上の取扱い」の内容が変更になる場合があります。

 

５運用状況

以下は平成26年 6月30日現在の運用状況であります。

また、投資比率とはファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

（１）投資状況

米国変動好金利ファンド　Ａコース

 

 

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託受益証券 ケイマン 973,111,596 97.55

親投資信託受益証券 日本 9,004,414 0.90

現金・預金・その他資産（負債控除後） ― 15,416,480 1.54

合計（純資産総額） 997,532,490 100.00
 

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

 

 

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

投資信託受益証券 ケイマン 319,019,008 98.70

親投資信託受益証券 日本 1,000,491 0.30

現金・預金・その他資産（負債控除後） ― 3,198,403 0.98

合計（純資産総額） 323,217,902 100.00
 

（参考）野村マネー　マザーファンド

 

 

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率（％）

国債証券 日本 4,051,397,954 32.67

特殊債券 日本 2,127,865,685 17.16

社債券 日本 300,413,425 2.42

コマーシャルペーパー 日本 399,867,090 3.22

現金・預金・その他資産（負債控除後） ― 5,520,539,179 44.52

合計（純資産総額） 12,400,083,333 100.00
 

（２）投資資産

①投資有価証券の主要銘柄

米国変動好金利ファンド　Ａコース
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順位
国／

地域
種類 銘柄名 数量

簿価

単価

（円）

簿価

金額

（円）

評価

単価

（円）

評価

金額

（円）

投資

比率

(％)

1 ケイマン 投資信託受
益証券

ノムラ・グローバル・マネー
ジャー・セレクト－バンクロー
ン・ファンド－日本円為替ヘッジ
クラス

98,773 9,845 972,505,279 9,852 973,111,596 97.55

2 日本 親投資信託
受益証券

野村マネー　マザーファンド 8,829,589 1.0198 9,004,414 1.0198 9,004,414 0.90

 

種類別及び業種別投資比率
 

 

種類 投資比率(％)

投資信託受益証券 97.55

親投資信託受益証券 0.90

合　　計 98.45
 

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

 

 

順位
国／

地域
種類 銘柄名 数量

簿価

単価

（円）

簿価

金額

（円）

評価

単価

（円）

評価

金額

（円）

投資

比率

(％)

1 ケイマン 投資信託受
益証券

ノムラ・グローバル・マネー
ジャー・セレクト－バンクロー
ン・ファンド－日本円クラス

32,368 9,921 321,130,210 9,856 319,019,008 98.70

2 日本 親投資信託
受益証券

野村マネー　マザーファンド 981,066 1.0198 1,000,491 1.0198 1,000,491 0.30

 

種類別及び業種別投資比率
 

 

種類 投資比率(％)

投資信託受益証券 98.70

親投資信託受益証券 0.30

合　　計 99.01
 

（参考）野村マネー　マザーファンド

 

 

順位
国／

地域
種類 銘柄名 数量

簿価

単価

（円）

簿価

金額

（円）

評価

単価

（円）

評価

金額

（円）

利率

(％)
償還期限

投資

比率

(％)

1 日本 国債証券 国庫債券　利付
（２年）第３１
８回

954,000,000 100.00 954,029,777 100.00 954,029,777 0.1 2014/7/15 7.69

2 日本 国債証券 国庫債券　利付
（２年）第３２
３回

615,650,000 100.01 615,767,523 100.01 615,767,523 0.1 2014/12/15 4.96

3 日本 国債証券 国庫債券　利付
（２年）第３１
９回

435,000,000 100.00 435,030,309 100.00 435,030,309 0.1 2014/8/15 3.50

4 日本 国債証券 国庫債券　利付
（２年）第３２
１回

397,300,000 100.01 397,340,864 100.01 397,340,864 0.1 2014/10/15 3.20
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5 日本 国債証券 国庫債券　利付
（２年）第３２
２回

395,000,000 100.01 395,057,849 100.01 395,057,849 0.1 2014/11/15 3.18

6 日本 国債証券 国庫債券　利付
（２年）第３２
７回

338,000,000 100.02 338,080,052 100.02 338,080,052 0.1 2015/4/15 2.72

7 日本 国債証券 国庫短期証券　
第４４２回

300,000,000 99.99 299,995,500 99.99 299,995,500 ― 2014/7/7 2.41

8 日本 国債証券 国庫債券　利付
（２年）第３２
０回

200,000,000 100.00 200,017,864 100.00 200,017,864 0.1 2014/9/15 1.61

9 日本 特殊債券 日本高速道路保
有・債務返済機
構承継　政府保
証第３３６回

170,000,000 100.75 171,284,098 100.75 171,284,098 1.4 2015/1/28 1.38

10 日本 特殊債券 首都高速道路債
券　政府保証第
１９５回

161,000,000 100.74 162,205,231 100.74 162,205,231 1.4 2015/1/26 1.30

11 日本 特殊債券 関西国際空港債
券　政府保証第
４７回

150,000,000 101.15 151,734,934 101.15 151,734,934 1.3 2015/6/17 1.22

12 日本 国債証券 国庫債券　利付
（５年）第８５
回

132,200,000 100.14 132,389,626 100.14 132,389,626 0.7 2014/9/20 1.06

13 日本 特殊債券 日本高速道路保
有・債務返済機
構承継　政府保
証第３４３回

121,000,000 101.20 122,461,680 101.20 122,461,680 1.3 2015/6/30 0.98

14 日本 特殊債券 都市再生債券　
政府保証第２２
回

120,000,000 100.22 120,264,797 100.22 120,264,797 0.4 2015/3/10 0.96

15 日本 国債証券 国庫債券　利付
（５年）第８６
回

115,100,000 100.12 115,239,323 100.12 115,239,323 0.6 2014/9/20 0.92

16 日本 特殊債券 公営企業債券　
政府保証第８４
８回

105,000,000 100.78 105,827,375 100.78 105,827,375 1.3 2015/2/24 0.85

17 日本 特殊債券 日本高速道路保
有・債務返済機
構承継　政府保
証第３４１回

100,000,000 101.09 101,090,712 101.09 101,090,712 1.3 2015/5/29 0.81

18 日本 特殊債券 公営企業債券　
政府保証第８４
７回

100,000,000 100.74 100,749,400 100.74 100,749,400 1.4 2015/1/27 0.81

19 日本 特殊債券 道路債券　政府
保証第３３４回

100,000,000 100.56 100,566,744 100.56 100,566,744 1.5 2014/11/28 0.81

20 日本 特殊債券 首都高速道路債
券　政府保証第
１９３回

100,000,000 100.32 100,322,725 100.32 100,322,725 1.5 2014/9/26 0.80

21 日本 社債券 東京瓦斯　第１
４回

100,000,000 100.31 100,315,248 100.31 100,315,248 5.1 2014/7/25 0.80

22 日本 特殊債券 商工債券　利付
（３年）第１４
６回

100,000,000 100.14 100,143,455 100.14 100,143,455 0.3 2015/3/27 0.80

23 日本 特殊債券 商工債券　利付
第７１１回い号

100,000,000 100.14 100,141,282 100.14 100,141,282 1 2014/8/27 0.80

24 日本 社債券 みずほコーポ
レート銀行　第
１７回特定社債
間限定同順位特
約付

100,000,000 100.06 100,062,634 100.06 100,062,634 0.96 2014/7/25 0.80

25 日本 社債券 三菱東京ＵＦＪ
銀行　第１０６
回特定社債間限
定同順位特約付

100,000,000 100.03 100,035,543 100.03 100,035,543 0.905 2014/7/17 0.80

26 日本 国債証券 国庫債券　利付
（２年）第３２
４回

100,000,000 100.01 100,014,684 100.01 100,014,684 0.1 2015/1/15 0.80

27 日本 コマーシャ
ルペーパー

三井住友信託銀
行

100,000,000 ― 99,972,832 ― 99,972,832 ― ― 0.80
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28 日本 コマーシャ
ルペーパー

三井住友Ｆ＆Ｌ 100,000,000 ― 99,972,582 ― 99,972,582 ― ― 0.80

29 日本 コマーシャ
ルペーパー

フォレストコー
プ

100,000,000 ― 99,972,062 ― 99,972,062 ― ― 0.80

30 日本 コマーシャ
ルペーパー

ストレイト 100,000,000 ― 99,949,614 ― 99,949,614 ― ― 0.80

 

種類別及び業種別投資比率
 

 

種類 投資比率(％)

国債証券 32.67

特殊債券 17.16

社債券 2.42

コマーシャルペーパー 3.22

合　　計 55.47
 

②投資不動産物件

米国変動好金利ファンド　Ａコース

該当事項はありません。

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

該当事項はありません。

（参考）野村マネー　マザーファンド

該当事項はありません。

③その他投資資産の主要なもの

米国変動好金利ファンド　Ａコース

 

 

該当事項はありません。
 

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

 

 

該当事項はありません。
 

（参考）野村マネー　マザーファンド

 

 

該当事項はありません。
 

（３）運用実績

①純資産の推移
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米国変動好金利ファンド　Ａコース

 

平成26年6月末日及び同日前1年以内における各月末（設定来）並びに下記特定期間末の純資産の推移は次の通りです。
 

純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額(円)

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1特定期間 (2014年 5月19日) 971 974 1.0054 1.0084

2013年11月末日 902 ― 1.0025 ―

　　　12月末日 913 ― 1.0037 ―

2014年 1月末日 922 ― 1.0046 ―

　　　 2月末日 941 ― 1.0033 ―

　　　 3月末日 965 ― 1.0084 ―

　　　 4月末日 966 ― 1.0026 ―

　　　 5月末日 979 ― 1.0058 ―

　　　 6月末日 997 ― 1.0032 ―

 

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

 

平成26年6月末日及び同日前1年以内における各月末（設定来）並びに下記特定期間末の純資産の推移は次の通りです。
 

純資産総額（百万円） 1口当たり純資産額(円)

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付）

第1特定期間 (2014年 5月19日) 309 310 1.0074 1.0104

2013年11月末日 101 ― 1.0096 ―

　　　12月末日 210 ― 1.0386 ―

2014年 1月末日 253 ― 1.0191 ―

　　　 2月末日 300 ― 1.0113 ―

　　　 3月末日 303 ― 1.0241 ―

　　　 4月末日 308 ― 1.0143 ―

　　　 5月末日 311 ― 1.0090 ―

　　　 6月末日 323 ― 1.0052 ―

 

②分配の推移

米国変動好金利ファンド　Ａコース

 

 

計算期間 1口当たりの分配金

第1特定期間 2013年11月25日～2014年 5月19日 0.0150円

 

※各特定期間中の分配金単価の合計を表示しております。

米国変動好金利ファンド　Ｂコース
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計算期間 1口当たりの分配金

第1特定期間 2013年11月25日～2014年 5月19日 0.0150円

 

※各特定期間中の分配金単価の合計を表示しております。

③収益率の推移

米国変動好金利ファンド　Ａコース

 

 

計算期間 収益率

第1特定期間 2013年11月25日～2014年 5月19日 2.0％

 

※各特定期間中の分配金単価の合計を加算して算出しております。

※各特定期間の収益率は、特定期間末の基準価額（期間中の分配金を加算した額）から当該特定期間の直前の特定期間末の
基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得た数に100を
乗じて得た数を記載しております。なお、小数点以下2桁目を四捨五入し、小数点以下1桁目まで表示しております。

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

 

 

計算期間 収益率

第1特定期間 2013年11月25日～2014年 5月19日 2.2％

 

※各特定期間中の分配金単価の合計を加算して算出しております。

※各特定期間の収益率は、特定期間末の基準価額（期間中の分配金を加算した額）から当該特定期間の直前の特定期間末の
基準価額（分配落の額。以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除して得た数に100を
乗じて得た数を記載しております。なお、小数点以下2桁目を四捨五入し、小数点以下1桁目まで表示しております。

（４）設定及び解約の実績

米国変動好金利ファンド　Ａコース

 

 

計算期間 設定口数 解約口数 発行済み口数

第1特定期間 2013年11月25日～2014年 5月19日 966,890,100 651,868 966,238,232

 

※本邦外における設定及び解約の実績はありません。

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

 

 

計算期間 設定口数 解約口数 発行済み口数

第1特定期間 2013年11月25日～2014年 5月19日 318,096,156 10,503,782 307,592,374

 

※本邦外における設定及び解約の実績はありません。

≪参考情報≫
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＜更新後＞

第２【管理及び運営】

３資産管理等の概要
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（４）計算期間

＜訂正前＞

原則として、毎月20日から翌月19日までとします。

ただし、第1計算期間は平成25年11月25日から平成26年1月20日までとします。

なお、各計算期間終了日に該当する日(以下「該当日」といいます。)が休業日のとき、各計算期間終了日

は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。

ただし、最終計算期間の終了日は、信託期間の終了日とします。

 

＜訂正後＞

原則として、毎月20日から翌月19日までとします。

なお、各計算期間終了日に該当する日(以下「該当日」といいます。)が休業日のとき、各計算期間終了日

は該当日の翌営業日とし、その翌日より次の計算期間が開始されるものとします。

ただし、最終計算期間の終了日は、信託期間の終了日とします。

 

（５）その他

＜更新後＞

(ａ) ファンドの繰上償還条項

(ⅰ)委託者は、信託終了前に、各ファンドの受益権の口数を合計した口数が30億口を下回った場合、

この信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき、またはやむを得ない事情

が発生したときは、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させることができ

ます。この場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ま

す。

(ⅱ)委託者は、各ファンドにつき、主要投資対象とする別に定める投資信託証券のすべてが存続しな

いこととなる場合には、受託者と合意のうえ、この信託契約を解約し、信託を終了させます。こ

の場合において、委託者は、あらかじめ、解約しようとする旨を監督官庁に届け出ます。

(ｂ) 信託期間の終了

(ⅰ)委託者は、上記「(ａ)ファンドの繰上償還条項(ⅰ)」に従い信託期間を終了させるには、書面に

よる決議（以下「書面決議」といいます。）を行ないます。この場合において、あらかじめ、書

面決議の日ならびに信託契約の解約の理由などの事項を定め、当該決議の日の2週間前までに、こ

の信託契約に係る知れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通

知を発します。

(ⅱ)上記(ⅰ)の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が

属するときの当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。）は受益権の口数に応じて、

議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しない

ときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。

(ⅲ)上記(ⅰ)の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の

議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行ないます。
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(ⅳ)上記(ⅰ)から(ⅲ)までの規定は、委託者が信託契約の解約について提案をした場合において、当

該提案につき、この信託契約に係るすべての受益者が書面又は電磁的記録により同意の意思表示

をしたときには適用しません。また、信託財産の状態に照らし、真にやむを得ない事情が生じて

いる場合であって、上記(ⅰ)から(ⅲ)までに規定するこの信託契約の解約の手続を行なうことが

困難な場合には適用しません。

(ⅴ)委託者は、監督官庁よりこの信託契約の解約の命令を受けたときは、その命令にしたがい、信託

契約を解約し信託を終了させます。

(ⅵ)委託者が監督官庁より登録の取消を受けたとき、解散したときまたは業務を廃止したときは、委

託者は、この信託契約を解約し、信託を終了させます。ただし、監督官庁がこの信託契約に関す

る委託者の業務を他の投資信託委託会社に引き継ぐことを命じたときは、この信託は、下記

「(ｄ)信託約款の変更等」の書面決議が否決となる場合を除き、当該投資信託委託会社と受託者

との間において存続します。

(ｃ) 運用報告書

各ファンドにつき、毎年5月、11月に終了する計算期間の末日および償還時に運用報告書（交付運用報

告書を作成している場合は交付運用報告書）を作成し、知れている受益者に対して交付します。

(ｄ) 信託約款の変更等

(ⅰ)委託者は、受益者の利益のため必要と認めるときまたはやむを得ない事情が発生したときは、受

託者と合意のうえ、この信託約款を変更することまたはこの信託と他の信託との併合（投資信託

及び投資法人に関する法律第16条第2号に規定する「委託者指図型投資信託の併合」をいいます。

以下同じ。）を行なうことができるものとし、あらかじめ、変更または併合しようとする旨およ

びその内容を監督官庁に届け出ます。なお、この信託約款は本条に定める以外の方法によって変

更することができないものとします。

(ⅱ)委託者は、上記(ⅰ)の事項（上記(ⅰ)の変更事項にあっては、その内容が重大なものに該当する

場合に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款の変更等」といいます。）について、書面

決議を行ないます。この場合において、あらかじめ、書面決議の日ならびに重大な約款の変更等

の内容およびその理由などの事項を定め、当該決議の日の2週間前までに、この信託約款に係る知

れている受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書面決議の通知を発します。

(ⅲ)上記(ⅱ)の書面決議において、受益者（委託者およびこの信託の信託財産にこの信託の受益権が

属するときの当該受益権に係る受益者としての受託者を除きます。）は受益権の口数に応じて、

議決権を有し、これを行使することができます。なお、知れている受益者が議決権を行使しない

ときは、当該知れている受益者は書面決議について賛成するものとみなします。

(ⅳ)上記(ⅱ)の書面決議は議決権を行使することができる受益者の半数以上であって、当該受益者の

議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行ないます。

(ⅴ)書面決議の効力は、この信託のすべての受益者に対してその効力を生じます。

(ⅵ)上記(ⅱ)から(ⅴ)までの規定は、委託者が重大な約款の変更等について提案をした場合におい

て、当該提案につき、この信託約款に係るすべての受益者が書面又は電磁的記録により同意の意

思表示をしたときには適用しません。

(ⅶ)上記(ⅰ)から(ⅵ)の規定にかかわらず、この投資信託において併合の書面決議が可決された場合

にあっても、当該併合にかかる一又は複数の他の投資信託において当該併合の書面決議が否決さ

れた場合は、当該他の投資信託との併合を行なうことはできません。

(ｅ) 公告

委託者が受益者に対してする公告は、電子公告の方法により行ない、次のアドレスに掲載します。

EDINET提出書類

野村アセットマネジメント株式会社(E12460)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

22/77



http://www.nomura-am.co.jp/

なお、電子公告による公告をすることができない事故その他やむを得ない事由が生じた場合の公告

は、日本経済新聞に掲載します。

(ｆ) 受託者の辞任および解任に伴う取扱い

(ⅰ)受託者は、委託者の承諾を受けてその任務を辞任することができます。受託者がその任務に違反

して信託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるときは、委託者または受益者

は、裁判所に受託者の解任を申立てることができます。受託者が辞任した場合、または裁判所が

受託者を解任した場合、委託者は、上記「(ｄ)信託約款の変更等」に従い、新受託者を選任しま

す。なお、受益者は、上記によって行なう場合を除き、受託者を解任することはできないものと

します。

(ⅱ)委託者が新受託者を選任できないときは、委託者はこの信託契約を解約し、信託を終了させま

す。

(ｇ) 反対者の買取請求権

信託契約の解約または重大な約款の変更等を行なう場合には、書面決議において当該解約または重大

な約款の変更等に反対した受益者は、受託者に対し、自己に帰属する受益権を、信託財産をもって買

取るべき旨を請求することができます。この買取請求の内容および買取請求の手続に関する事項は、

前述の「(ｂ)信託期間の終了(ⅰ)」または「(ｄ)信託約款の変更等(ⅱ)」に規定する書面に付記しま

す。

(ｈ) 他の受益者の氏名等の開示の請求の制限

受益者は、委託者または受託者に対し、次に掲げる事項の開示の請求を行なうことはできません。

1.他の受益者の氏名または名称および住所

2.他の受益者が有する受益権の内容

(ｉ) 関係法人との契約の更新に関する手続

　委託者と販売会社との間で締結する「募集・販売等に関する契約」は、契約終了の３ヵ月前までに

当事者の一方から別段の意思表示のないときは、原則１年毎に自動的に更新されるものとします。

　なお、運用の外部委託を行う場合は、委託者と運用の委託先との間で締結する「運用指図に関する

権限の委託契約」は、契約終了の3ヵ月前までに当事者の一方から更新しない旨を書面によって通知が

ない限り、1年毎に自動的に更新されるものとします。但し、当該契約はファンドの償還日に終了する

ものとします。

(ｊ) 有価証券報告書

委託者は、有価証券報告書を毎年5月、11月の決算日を基準に作成し3ヵ月以内に関東財務局長に提出

します。

 

 

＜更新後＞

＜ファンドの信託約款の変更＞

平成26年12月1日適用で下記の内容等の約款変更を予定しております。（下線部＿＿＿は変更部分を、

「●」は信託約款において該当する条項の番号を示します。）

 

○新設
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（変更後） （変更前）

 
（運用報告書に記載すべき事項の提供）
第●条の2　委託者は、投資信託及び投資法人に
関する法律第14条第1項に定める運用報告書の交
付に代えて、運用報告書に記載すべき事項を電磁
的方法により受益者に提供することができます。
この場合において、委託者は、運用報告書を交付
したものとみなします。
②　前項の規定にかかわらず、委託者は、受益者
から運用報告書の交付の請求があった場合には、
これを交付するものとします。
 

 
＜新設＞
 
 

 

○書面決議手続きの記載がある場合、以下の見出しの条文について変更を行ないます。

 

（変更後） （変更前）

 
（信託契約の解約）
　＜略＞
＜略＞　第●項の書面決議は議決権を行使するこ
とができる受益者の議決権の3分の2以上に当たる
多数をもって行ないます。
 
　＜略＞
 

 
（信託契約の解約）
　＜同左＞
＜同左＞　第●項の書面決議は議決権を行使する
ことができる受益者の半数以上であって、当該受
益者の議決権の3分の2以上に当たる多数をもって
行ないます。
　＜同左＞
 

 

（変更後） （変更前）

 
（信託約款の変更等）
　＜略＞
②　委託者は、前項の事項（前項の変更事項に
あってはその変更の内容が重大なものに該当する
場合に限り、併合事項にあってはその併合が受益
者の利益に及ぼす影響が軽微なものに該当する場
合を除き、以下、合わせて「重大な約款の変更
等」といいます。）について、書面決議を行ない
ます。この場合において、あらかじめ、書面決議
の日ならびに重大な約款の変更等の内容およびそ
の理由などの事項を定め、当該決議の日の2週間
前までに、この信託約款に係る知れている受益者
に対し、書面をもってこれらの事項を記載した書
面決議の通知を発します。
③　＜略＞
④　第2項の書面決議は議決権を行使することが
できる受益者の議決権の3分の2以上に当たる多数
をもって行ないます。
 
⑤～⑦　＜略＞
 

 
（信託約款の変更等）
＜同左＞
②　委託者は、前項の事項（前項の変更事項に
あっては、その内容が重大なものに該当する場合
に限ります。以下、併合と合わせて「重大な約款
の変更等」といいます。）について、書面決議を
行ないます。この場合において、あらかじめ、書
面決議の日ならびに重大な約款の変更等の内容お
よびその理由などの事項を定め、当該決議の日の
2週間前までに、この信託約款に係る知れている
受益者に対し、書面をもってこれらの事項を記載
した書面決議の通知を発します。
 
 
③　＜同左＞
④　第2項の書面決議は議決権を行使することが
できる受益者の半数以上であって、当該受益者の
議決権の3分の2以上に当たる多数をもって行ない
ます。
⑤～⑦　＜同左＞
 

 

（変更後） （変更前）
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（反対受益者の受益権買取請求の不適用）
第●条　この信託は、受益者が第●条の規定によ
る一部解約の実行の請求を行なったときは、委託
者が信託契約の一部の解約をすることにより当該
請求に応じ、当該受益権の公正な価格が当該受益
者に一部解約金として支払われることとなる委託
者指図型投資信託に該当するため、第●条に規定
する信託契約の解約または前条に規定する重大な
約款の変更等を行なう場合において、投資信託及
び投資法人に関する法律第18条第1項に定める反
対受益者による受益権の買取請求の規定の適用を
受けません。
 

 
（反対者の買取請求権）
第●条　第●条に規定する信託契約の解約または
前条に規定する重大な約款の変更等を行なう場合
には、書面決議において当該解約または重大な約
款の変更等に反対した受益者は、受託者に対し、
自己に帰属する受益権を、信託財産をもって買取
るべき旨を請求することができます。この買取請
求の内容および買取請求の手続に関する事項は、
第●条第●項または前条第2項に規定する書面に
付記します。
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第３【ファンドの経理状況】

米国変動好金利ファンド　Ａコース

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

(１)当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)(以下

「財務諸表等規則」という。)ならびに同規則第2条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」(平成12年総理

府令第133号)(以下「投資信託財産計算規則」という。)に基づいて作成しております。なお、財務諸表に記載している金額

は、円単位で表示しております。

 

(２)当ファンドの計算期間は6ヶ月未満であるため、財務諸表は原則として6ヶ月毎に作成しております。

 

(３)当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当期(平成25年11月25日から平成26年5月19日まで)の

財務諸表について、新日本有限責任監査法人による監査を受けております。

１財務諸表

米国変動好金利ファンド　Ａコース

（１）貸借対照表

（単位：円）

当期
(平成26年 5月19日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 13,547,072

投資信託受益証券 952,587,771

親投資信託受益証券 9,003,531

未収利息 25

流動資産合計 975,138,399

資産合計 975,138,399

負債の部

流動負債

未払収益分配金 2,898,714

未払受託者報酬 24,075

未払委託者報酬 778,364

その他未払費用 1,600

流動負債合計 3,702,753

負債合計 3,702,753

純資産の部

元本等

元本 966,238,232

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） 5,197,414

（分配準備積立金） 14,280,951

元本等合計 971,435,646

純資産合計 971,435,646

負債純資産合計 975,138,399

（２）損益及び剰余金計算書
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（単位：円）

当期
自　平成25年11月25日
至　平成26年 5月19日

営業収益

受取配当金 32,435,480

受取利息 6,707

有価証券売買等損益 △8,611,748

営業収益合計 23,830,439

営業費用

受託者報酬 142,780

委託者報酬 4,616,404

その他費用 9,465

営業費用合計 4,768,649

営業利益又は営業損失（△） 19,061,790

経常利益又は経常損失（△） 19,061,790

当期純利益又は当期純損失（△） 19,061,790

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 370

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 292,010

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

292,010

剰余金減少額又は欠損金増加額 607

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

607

分配金 14,155,409

期末剰余金又は期末欠損金（△） 5,197,414

（３）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

１.運用資産の評価基準及び評価方法 投資信託受益証券

基準価額で評価しております。

 親投資信託受益証券

基準価額で評価しております。

２.費用・収益の計上基準 受取配当金

受取配当金は、投資信託受益証券の収益分配金を、原則として収益分配金落の売買

が行なわれる日において、当該収益分配金額を計上しております。

 有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。

３.金融商品の時価等に関する事項の補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

４.その他 当該財務諸表の特定期間は、平成25年11月25日から平成26年 5月19日までとなって

おります。

 

（貸借対照表に関する注記）
 

 

当期

平成26年 5月19日現在

１. 特定期間の末日における受益権の総数
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   966,238,232口

２. 特定期間の末日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 1.0054円

  (10,000口当たり純資産額) (10,054円)

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）
 

 

当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

１.分配金の計算過程  

 平成25年11月25日から平成26年 1月20日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 4,908,366円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 467,305円
 

 収益調整金額 C 47,358円 

 分配準備積立金額 D 0円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 5,423,029円 

 当ファンドの期末残存口数 F 912,250,409口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 59円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 2,736,751円 

 平成26年 1月21日から平成26年 2月19日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 5,525,044円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 0円
 

 収益調整金額 C 56,894円 

 分配準備積立金額 D 2,638,600円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 8,220,538円 

 当ファンドの期末残存口数 F 921,541,303口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 89円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 2,764,623円 

 平成26年 2月20日から平成26年 3月19日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 5,933,077円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 0円
 

 収益調整金額 C 305,918円 

 分配準備積立金額 D 5,398,385円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 11,637,380円 

 当ファンドの期末残存口数 F 956,113,756口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 121円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 
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 収益分配金金額 I=F×H/10,000 2,868,341円 

 平成26年 3月20日から平成26年 4月21日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 5,709,016円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 0円
 

 収益調整金額 C 381,532円 

 分配準備積立金額 D 8,463,121円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 14,553,669円 

 当ファンドの期末残存口数 F 962,326,917口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 151円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 2,886,980円 

 平成26年 4月22日から平成26年 5月19日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 5,894,606円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 0円
 

 収益調整金額 C 429,800円 

 分配準備積立金額 D 11,285,059円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 17,609,465円 

 当ファンドの期末残存口数 F 966,238,232口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 182円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 2,898,714円 

     
 

（金融商品に関する注記）

(1)金融商品の状況に関する事項
 

 

当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

1.金融商品に対する取組方針

当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第４項に定める証券投資信託であり、信託約款に規定する運用

の基本方針に従い、有価証券等の金融商品に対して投資として運用することを目的としております。

2.金融商品の内容及びその金融商品に係るリスク

当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務であります。

当ファンドが保有する有価証券の詳細は、(その他の注記)の２ 有価証券関係に記載しております。

これらは、バンクローンの価格変動リスク、金利変動リスク、為替変動リスクなどの市場リスク、信用リスク及び流動性

リスクにさらされております。

3.金融商品に係るリスク管理体制
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委託会社においては、独立した投資リスク管理に関する委員会を設け、パフォーマンスの考査及び運用リスクの管理を行

なっております。

○市場リスクの管理

市場リスクに関しては、資産配分等の状況を常時、分析･把握し、投資方針に沿っているか等の管理を行なっております。

○信用リスクの管理

信用リスクに関しては、発行体や取引先の財務状況等に関する情報収集･分析を常時、継続し、格付等の信用度に応じた組

入制限等の管理を行なっております。

○流動性リスクの管理

流動性リスクに関しては、必要に応じて市場流動性の状況を把握し、取引量や組入比率等の管理を行なっております。

 

(2)金融商品の時価等に関する事項
 

 

当期

平成26年 5月19日現在

１．貸借対照表計上額、時価及び差額

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ

ん。

２．時価の算定方法

投資信託受益証券

　（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

親投資信託受益証券

　（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

　これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。

 

（関連当事者との取引に関する注記）
 

 

当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

市場価格その他当該取引に係る公正な価格を勘案して、一般の取引条件と異なる関連当事者との取引は行なわれていない

ため、該当事項はございません。

 

（その他の注記）

１ 元本の移動
 

 

当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

期首元本額 －円

期中追加設定元本額 966,890,100円

期中一部解約元本額 651,868円

 

２ 有価証券関係

売買目的有価証券
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種類

当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

損益に含まれた評価差額（円）

投資信託受益証券 △1,284,668

親投資信託受益証券 883

合計 △1,283,785

 

３ デリバティブ取引関係
 

 

該当事項はありません。

 

（４）附属明細表

第1　有価証券明細表

(1)株式(平成26年 5月19日現在)

 

 

該当事項はありません。

 

(2)株式以外の有価証券(平成26年 5月19日現在)

 

（単位:円）

 

種類 通貨 銘柄 券面総額 評価額 備考

投資信託受益証

券

日本円 ノムラ・グローバル・マネー

ジャー・セレクト－バンクローン・

ファンド－日本円為替ヘッジクラス

 952,587,771 

小計 銘柄数：1  952,587,771 

 組入時価比率：98.1%  99.1% 

 合計  952,587,771 

親投資信託受益

証券

日本円 野村マネー　マザーファンド  9,003,531 

小計 銘柄数：1  9,003,531 

 組入時価比率：0.9%  0.9% 

 合計  9,003,531 

 合計  961,591,302 

 

(注1)比率は左より組入時価の純資産に対する比率、及び各小計欄の合計金額に対する比率であります。

第２ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
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該当事項はありません。

 

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

（１）貸借対照表

（単位：円）

当期
(平成26年 5月19日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 4,516,714

投資信託受益証券 305,608,964

親投資信託受益証券 1,000,393

未収利息 8

流動資産合計 311,126,079

資産合計 311,126,079

負債の部

流動負債

未払収益分配金 922,777

未払解約金 82,311

未払受託者報酬 7,708

未払委託者報酬 249,237

その他未払費用 508

流動負債合計 1,262,541

負債合計 1,262,541

純資産の部

元本等

元本 307,592,374

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） 2,271,164

（分配準備積立金） 6,846,654

元本等合計 309,863,538

純資産合計 309,863,538

負債純資産合計 311,126,079

（２）損益及び剰余金計算書

（単位：円）

当期
自　平成25年11月25日
至　平成26年 5月19日

営業収益

受取配当金 9,353,330

受取利息 5,375

有価証券売買等損益 △6,517,691

営業収益合計 2,841,014

営業費用

受託者報酬 38,009

委託者報酬 1,229,048

その他費用 2,475

営業費用合計 1,269,532

営業利益又は営業損失（△） 1,571,482

経常利益又は経常損失（△） 1,571,482
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当期
自　平成25年11月25日
至　平成26年 5月19日

当期純利益又は当期純損失（△） 1,571,482

一部解約に伴う当期純利益金額の分配額又は一部解
約に伴う当期純損失金額の分配額（△） 41,176

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 5,040,634

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少
額

5,040,634

剰余金減少額又は欠損金増加額 105,326

当期一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加
額

105,326

分配金 4,194,450

期末剰余金又は期末欠損金（△） 2,271,164

（３）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

１.運用資産の評価基準及び評価方法 投資信託受益証券

基準価額で評価しております。

 親投資信託受益証券

基準価額で評価しております。

２.費用・収益の計上基準 受取配当金

受取配当金は、投資信託受益証券の収益分配金を、原則として収益分配金落の売買

が行なわれる日において、当該収益分配金額を計上しております。

 有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。

３.金融商品の時価等に関する事項の補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

４.その他 当該財務諸表の特定期間は、平成25年11月25日から平成26年 5月19日までとなって

おります。

 

（貸借対照表に関する注記）
 

 

当期

平成26年 5月19日現在

１. 特定期間の末日における受益権の総数

   307,592,374口

２. 特定期間の末日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 1.0074円

  (10,000口当たり純資産額) (10,074円)

 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）
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当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

１.分配金の計算過程  

 平成25年11月25日から平成26年 1月20日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 1,315,708円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 2,853,261円
 

 収益調整金額 C 3,584,932円 

 分配準備積立金額 D 0円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 7,753,901円 

 当ファンドの期末残存口数 F 228,312,082口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 339円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 684,936円 

 平成26年 1月21日から平成26年 2月19日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 1,512,001円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 0円
 

 収益調整金額 C 786,948円 

 分配準備積立金額 D 3,475,460円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 5,774,409円 

 当ファンドの期末残存口数 F 265,075,314口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 217円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 795,225円 

 平成26年 2月20日から平成26年 3月19日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 1,798,167円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 0円
 

 収益調整金額 C 1,381,048円 

 分配準備積立金額 D 4,140,550円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 7,319,765円 

 当ファンドの期末残存口数 F 293,062,224口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 249円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 879,186円 

 平成26年 3月20日から平成26年 4月21日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 1,791,385円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 0円
 

 収益調整金額 C 1,757,560円 
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 分配準備積立金額 D 4,998,140円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 8,547,085円 

 当ファンドの期末残存口数 F 304,108,809口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 281円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 912,326円 

 平成26年 4月22日から平成26年 5月19日まで  

 項目    

 費用控除後の配当等収益額 A 1,894,581円 

 
費用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益

額

B 0円
 

 収益調整金額 C 1,848,360円 

 分配準備積立金額 D 5,874,850円 

 当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 9,617,791円 

 当ファンドの期末残存口数 F 307,592,374口 

 10,000口当たり収益分配対象額 G=E/F×10,000 312円 

 10,000口当たり分配金額 H 30円 

 収益分配金金額 I=F×H/10,000 922,777円 

     
 

（金融商品に関する注記）

(1)金融商品の状況に関する事項
 

 

当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

1.金融商品に対する取組方針

当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第４項に定める証券投資信託であり、信託約款に規定する運用

の基本方針に従い、有価証券等の金融商品に対して投資として運用することを目的としております。

2.金融商品の内容及びその金融商品に係るリスク

当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務であります。

当ファンドが保有する有価証券の詳細は、(その他の注記)の２ 有価証券関係に記載しております。

これらは、バンクローンの価格変動リスク、金利変動リスク、為替変動リスクなどの市場リスク、信用リスク及び流動性

リスクにさらされております。

3.金融商品に係るリスク管理体制

委託会社においては、独立した投資リスク管理に関する委員会を設け、パフォーマンスの考査及び運用リスクの管理を行

なっております。

○市場リスクの管理

市場リスクに関しては、資産配分等の状況を常時、分析･把握し、投資方針に沿っているか等の管理を行なっております。

○信用リスクの管理

信用リスクに関しては、発行体や取引先の財務状況等に関する情報収集･分析を常時、継続し、格付等の信用度に応じた組

入制限等の管理を行なっております。

○流動性リスクの管理

流動性リスクに関しては、必要に応じて市場流動性の状況を把握し、取引量や組入比率等の管理を行なっております。

 

(2)金融商品の時価等に関する事項
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当期

平成26年 5月19日現在

１．貸借対照表計上額、時価及び差額

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ

ん。

２．時価の算定方法

投資信託受益証券

　（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

親投資信託受益証券

　（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

　これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。

 

（関連当事者との取引に関する注記）
 

 

当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

市場価格その他当該取引に係る公正な価格を勘案して、一般の取引条件と異なる関連当事者との取引は行なわれていない

ため、該当事項はございません。

 

（その他の注記）

１ 元本の移動
 

 

当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

期首元本額 －円

期中追加設定元本額 318,096,156円

期中一部解約元本額 10,503,782円

 

２ 有価証券関係

売買目的有価証券

 

 

種類

当期

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

損益に含まれた評価差額（円）

投資信託受益証券 △2,600,481

親投資信託受益証券 99

合計 △2,600,382

 

３ デリバティブ取引関係
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該当事項はありません。

 

（４）附属明細表

第1　有価証券明細表

(1)株式(平成26年 5月19日現在)

 

 

該当事項はありません。

 

(2)株式以外の有価証券(平成26年 5月19日現在)

 

（単位:円）

 

種類 通貨 銘柄 券面総額 評価額 備考

投資信託受益証

券

日本円 ノムラ・グローバル・マネー

ジャー・セレクト－バンクローン・

ファンド－日本円クラス

 305,608,964 

小計 銘柄数：1  305,608,964 

 組入時価比率：98.6%  99.7% 

 合計  305,608,964 

親投資信託受益

証券

日本円 野村マネー　マザーファンド  1,000,393 

小計 銘柄数：1  1,000,393 

 組入時価比率：0.3%  0.3% 

 合計  1,000,393 

 合計  306,609,357 

 

(注1)比率は左より組入時価の純資産に対する比率、及び各小計欄の合計金額に対する比率であります。

第２ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
 

 

該当事項はありません。

 

（参考）

「米国変動好金利ファンド　Ａコース」および「米国変動好金利ファンド　Ｂコース」は「野村マネー　マザーファンド」

受益証券を主要投資対象としており、貸借対照表の資産の部に計上された親投資信託受益証券は、すべて同親投資信託の受

益証券です。

なお、以下に記載した状況は監査の対象外となっております。
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野村マネー　マザーファンド

貸借対照表

（単位：円）

(平成26年 5月19日現在)

資産の部

流動資産

コール・ローン 4,231,692

国債証券 3,520,214,113

特殊債券 1,498,719,243

社債券 400,362,961

コマーシャル・ペーパー 399,930,755

現先取引勘定 49,996,200

未収利息 4,076,802

前払費用 4,982,085

借入有価証券担保金 2,602,343,424

流動資産合計 8,484,857,275

資産合計 8,484,857,275

負債の部

流動負債

未払金 170,507,700

未払解約金 14,202,360

流動負債合計 184,710,060

負債合計 184,710,060

純資産の部

元本等

元本 8,139,697,312

剰余金

期末剰余金又は期末欠損金（△） 160,449,903

元本等合計 8,300,147,215

純資産合計 8,300,147,215

負債純資産合計 8,484,857,275

注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
 

 

１.運用資産の評価基準及び評価方法 国債証券、特殊債券、社債券

原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、価格情報会社の提供する価額等で評価しております。

 コマーシャル・ペーパー

原則として時価で評価しております。

時価評価にあたっては、価格情報会社の提供する価額等で評価しております。

２.費用・収益の計上基準 有価証券売買等損益

約定日基準で計上しております。

３.金融商品の時価等に関する事項の補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理

的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条

件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること

もあります。

４.その他 現先取引

 現先取引の会計処理については、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準委

員会 平成20年3月10日)の規定によっております。
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（貸借対照表に関する注記）
 

 

平成26年 5月19日現在

１. 借入有価証券担保金は現金担保付債券貸借取引に係る担保金であります。

  

２. 計算期間の末日における1単位当たりの純資産の額

  1口当たり純資産額 1.0197円

  (10,000口当たり純資産額) (10,197円)

 

（金融商品に関する注記）

(1)金融商品の状況に関する事項
 

 

自 平成25年11月25日

至 平成26年 5月19日

1.金融商品に対する取組方針

当ファンドは、投資信託及び投資法人に関する法律第２条第４項に定める証券投資信託であり、信託約款に規定する運用

の基本方針に従い、有価証券等の金融商品に対して投資として運用することを目的としております。

2.金融商品の内容及びその金融商品に係るリスク

当ファンドが保有する金融商品の種類は、有価証券、コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務であります。

当ファンドが保有する有価証券の詳細は、附属明細表に記載しております。

これらは、金利変動リスクなどの市場リスク、信用リスク及び流動性リスクにさらされております。

3.金融商品に係るリスク管理体制

委託会社においては、独立した投資リスク管理に関する委員会を設け、パフォーマンスの考査及び運用リスクの管理を行

なっております。

○市場リスクの管理

市場リスクに関しては、資産配分等の状況を常時、分析･把握し、投資方針に沿っているか等の管理を行なっております。

○信用リスクの管理

信用リスクに関しては、発行体や取引先の財務状況等に関する情報収集･分析を常時、継続し、格付等の信用度に応じた組

入制限等の管理を行なっております。

○流動性リスクの管理

流動性リスクに関しては、必要に応じて市場流動性の状況を把握し、取引量や組入比率等の管理を行なっております。

 

(2)金融商品の時価等に関する事項
 

 

平成26年 5月19日現在

１．貸借対照表計上額、時価及び差額

貸借対照表上の金融商品は原則としてすべて時価で評価しているため、貸借対照表計上額と時価との差額はありませ

ん。

２．時価の算定方法

国債証券、特殊債券、社債券

　（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

コマーシャル・ペーパー

　（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しております。

コール・ローン等の金銭債権及び金銭債務

　これらの科目は短期間で決済されるため、帳簿価額は時価と近似していることから、当該帳簿価額を時価としており

ます。
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（その他の注記）

元本の移動及び期末元本額の内訳
 

 

平成26年 5月19日現在

期首 平成25年11月25日

本報告書における開示対象ファンドの期首における当ファンドの元本額 4,558,482,182円

同期中における追加設定元本額 5,373,310,518円

同期中における一部解約元本額 1,792,095,388円

期末元本額 8,139,697,312円

期末元本額の内訳＊  

野村アフリカ株投資　マネープール・ファンド 15,609,343円

野村米国ハイ・イールド債券投信（マネープールファンド）年２回決算型 57,469,344円

野村新中国株投資　マネープール・ファンド 31,316,999円

野村日本ブランド株投資（マネープールファンド）年２回決算型 274,613,646円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（マネープールファンド）年２回決算型 13,021,813円

野村ピクテ・ジェネリック＆ゲノム　マネープール・ファンド 14,350,924円

野村ＲＣＭ・グリーン・テクノロジー　マネープール・ファンド 3,192,819円

野村新興国消費関連株投信　マネープール・ファンド 10,062,490円

野村世界業種別投資シリーズ（マネープール・ファンド） 70,741,270円

ノムラ・アジア・シリーズ（マネープール・ファンド） 63,696,903円

野村新エマージング債券投信（マネープールファンド）年２回決算型 6,216,920円

野村クラウドコンピューティング＆スマートグリッド関連株投信　マネープールファンド 25,313,048円

野村グローバル・ハイ・イールド債券投信（マネープールファンド）年２回決算型 10,882,141円

野村グローバルＣＢ投信（マネープールファンド）年２回決算型 4,282,870円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（マネープールファンド）年２回決算型 235,179,867円

野村ＰＩＭＣＯ新興国インフラ関連債券投信（マネープールファンド）年２回決算型 1,632,576円

野村日本スマートシティ株投資　マネープールファンド 15,640,183円

野村世界高金利通貨投信 151,953,753円

野村新世界高金利通貨投信 982,608円

コインの未来（毎月分配型） 3,965,894円

コインの未来（年２回分配型） 991,474円

欧州ハイ・イールド・ボンド・ファンド（欧州通貨コース） 982,609円

欧州ハイ・イールド・ボンド・ファンド（円コース） 982,609円

欧州ハイ・イールド・ボンド・ファンド（豪ドルコース） 982,609円

野村米国ハイ・イールド債券投信（円コース）毎月分配型 982,608円

野村米国ハイ・イールド債券投信（米ドルコース）毎月分配型 98,261円

野村米国ハイ・イールド債券投信（ユーロコース）毎月分配型 98,261円

野村米国ハイ・イールド債券投信（豪ドルコース）毎月分配型 982,608円

野村米国ハイ・イールド債券投信（ブラジルレアルコース）毎月分配型 982,608円

野村米国ハイ・イールド債券投信（南アフリカランドコース）毎月分配型 982,608円

野村米国ハイ・イールド債券投信（トルコリラコース）毎月分配型 982,608円

野村米国ハイ・イールド債券投信（円コース）年２回決算型 98,261円

野村米国ハイ・イールド債券投信（米ドルコース）年２回決算型 98,261円

野村米国ハイ・イールド債券投信（ユーロコース）年２回決算型 9,826円

野村米国ハイ・イールド債券投信（豪ドルコース）年２回決算型 982,608円

野村米国ハイ・イールド債券投信（ブラジルレアルコース）年２回決算型 982,608円
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野村米国ハイ・イールド債券投信（南アフリカランドコース）年２回決算型 98,260円

野村米国ハイ・イールド債券投信（トルコリラコース）年２回決算型 98,261円

野村日本ブランド株投資（円コース）毎月分配型 982,609円

野村日本ブランド株投資（豪ドルコース）毎月分配型 982,608円

野村日本ブランド株投資（ブラジルレアルコース）毎月分配型 982,608円

野村日本ブランド株投資（南アフリカランドコース）毎月分配型 98,261円

野村日本ブランド株投資（トルコリラコース）毎月分配型 982,607円

野村日本ブランド株投資（円コース）年２回決算型 982,608円

野村日本ブランド株投資（豪ドルコース）年２回決算型 982,608円

野村日本ブランド株投資（ブラジルレアルコース）年２回決算型 982,608円

野村日本ブランド株投資（南アフリカランドコース）年２回決算型 98,260円

野村日本ブランド株投資（トルコリラコース）年２回決算型 982,608円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（円コース）毎月分配型 982,608円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（豪ドルコース）毎月分配型 982,608円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（ブラジルレアルコース）毎月分配型 982,608円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（南アフリカランドコース）毎月分配型 982,608円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（トルコリラコース）毎月分配型 982,608円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（円コース）年２回決算型 98,261円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（豪ドルコース）年２回決算型 98,260円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（ブラジルレアルコース）年２回決算型 982,608円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（南アフリカランドコース）年２回決算型 98,261円

野村新米国ハイ・イールド債券投信（トルコリラコース）年２回決算型 98,260円

野村ＰＩＭＣＯ・グローバル・アドバンテージ債券投信　Ａコース 982,608円

野村ＰＩＭＣＯ・グローバル・アドバンテージ債券投信　Ｂコース 98,260円

野村新エマージング債券投信（円コース）毎月分配型 982,608円

野村新エマージング債券投信（米ドルコース）毎月分配型 98,261円

野村新エマージング債券投信（豪ドルコース）毎月分配型 982,607円

野村新エマージング債券投信（ブラジルレアルコース）毎月分配型 982,608円

野村新エマージング債券投信（南アフリカランドコース）毎月分配型 98,261円

野村新エマージング債券投信（中国元コース）毎月分配型 982,607円

野村新エマージング債券投信（インドネシアルピアコース）毎月分配型 982,608円

野村新エマージング債券投信（円コース）年２回決算型 982,608円

野村新エマージング債券投信（米ドルコース）年２回決算型 98,261円

野村新エマージング債券投信（豪ドルコース）年２回決算型 98,260円

野村新エマージング債券投信（ブラジルレアルコース）年２回決算型 982,608円

野村新エマージング債券投信（南アフリカランドコース）年２回決算型 9,826円

野村新エマージング債券投信（中国元コース）年２回決算型 982,608円

野村新エマージング債券投信（インドネシアルピアコース）年２回決算型 98,261円

野村グローバル・ハイ・イールド債券投信（円コース）毎月分配型 984,834円

野村グローバル・ハイ・イールド債券投信（資源国通貨コース）毎月分配型 984,834円

野村グローバル・ハイ・イールド債券投信（アジア通貨コース）毎月分配型 984,834円

野村グローバル・ハイ・イールド債券投信（円コース）年２回決算型 984,834円

野村グローバル・ハイ・イールド債券投信（資源国通貨コース）年２回決算型 984,834円

野村グローバル・ハイ・イールド債券投信（アジア通貨コース）年２回決算型 984,834円

野村高金利国際機関債投信（毎月分配型） 49,354,623円

野村アジアＣＢ投信（毎月分配型） 982,608円

野村グローバルＣＢ投信（円コース）毎月分配型 984,543円

野村グローバルＣＢ投信（資源国通貨コース）毎月分配型 984,543円
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野村グローバルＣＢ投信（アジア通貨コース）毎月分配型 984,543円

野村グローバルＣＢ投信（円コース）年２回決算型 984,543円

野村グローバルＣＢ投信（資源国通貨コース）年２回決算型 984,543円

野村グローバルＣＢ投信（アジア通貨コース）年２回決算型 984,543円

ノムラ新興国債券ファンズ（野村ＳＭＡ向け） 10,000円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（円コース）毎月分配型 984,252円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（米ドルコース）毎月分配型 98,261円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（豪ドルコース）毎月分配型 984,252円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（ブラジルレアルコース）毎月分配型 984,252円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（円コース）年２回決算型 984,252円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（米ドルコース）年２回決算型 98,261円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（豪ドルコース）年２回決算型 984,252円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（ブラジルレアルコース）年２回決算型 984,252円

野村日本ブランド株投資（資源国通貨コース）毎月分配型 982,609円

野村日本ブランド株投資（アジア通貨コース）毎月分配型 982,609円

野村日本ブランド株投資（資源国通貨コース）年２回決算型 982,609円

野村日本ブランド株投資（アジア通貨コース）年２回決算型 982,609円

野村ＰＩＭＣＯ新興国インフラ関連債券投信（円コース）毎月分配型 982,607円

野村ＰＩＭＣＯ新興国インフラ関連債券投信（資源国通貨コース）毎月分配型 982,607円

野村ＰＩＭＣＯ新興国インフラ関連債券投信（アジア通貨コース）毎月分配型 982,608円

野村ＰＩＭＣＯ新興国インフラ関連債券投信（円コース）年２回決算型 98,261円

野村ＰＩＭＣＯ新興国インフラ関連債券投信（資源国通貨コース）年２回決算型 98,261円

野村ＰＩＭＣＯ新興国インフラ関連債券投信（アジア通貨コース）年２回決算型 98,261円

野村米国ブランド株投資（円コース）毎月分配型 98,261円

野村米国ブランド株投資（資源国通貨コース）毎月分配型 983,768円

野村米国ブランド株投資（アジア通貨コース）毎月分配型 983,768円

野村米国ブランド株投資（円コース）年２回決算型 983,768円

野村米国ブランド株投資（資源国通貨コース）年２回決算型 983,768円

野村米国ブランド株投資（アジア通貨コース）年２回決算型 983,768円

ノムラ・グローバルトレンド（円コース）毎月分配型 983,672円

ノムラ・グローバルトレンド（資源国通貨コース）毎月分配型 983,672円

ノムラ・グローバルトレンド（アジア通貨コース）毎月分配型 983,672円

ノムラ・グローバルトレンド（円コース）年２回決算型 983,672円

ノムラ・グローバルトレンド（資源国通貨コース）年２回決算型 983,672円

ノムラ・グローバルトレンド（アジア通貨コース）年２回決算型 983,672円

野村テンプルトン・トータル・リターン　Ａコース 983,381円

野村テンプルトン・トータル・リターン　Ｂコース 98,261円

野村テンプルトン・トータル・リターン　Ｃコース 983,381円

野村テンプルトン・トータル・リターン　Ｄコース 983,381円

野村高金利国際機関債投信（年２回決算型） 1,967円

野村米国ハイ・イールド債券投信（通貨セレクトコース）毎月分配型 982,609円

野村米国ハイ・イールド債券投信（通貨セレクトコース）年２回決算型 98,262円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（通貨セレクトコース）毎月分配型 982,609円

野村ドイチェ・高配当インフラ関連株投信（通貨セレクトコース）年２回決算型 98,261円

野村グローバル高配当株プレミアム（円コース）毎月分配型 983,091円

野村グローバル高配当株プレミアム（通貨セレクトコース）毎月分配型 983,091円

野村グローバル高配当株プレミアム（円コース）年２回決算型 983,091円

野村グローバル高配当株プレミアム（通貨セレクトコース）年２回決算型 983,091円

EDINET提出書類

野村アセットマネジメント株式会社(E12460)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

42/77



ノムラ・アジア・コレクション（短期アジア現地通貨建て債券　Ａコース） 982,995円

ノムラ・アジア・コレクション（短期アジア現地通貨建て債券　Ｂコース） 98,260円

野村アジアハイ・イールド債券投信（円コース）毎月分配型 982,898円

野村アジアハイ・イールド債券投信（通貨セレクトコース）毎月分配型 982,898円

野村アジアハイ・イールド債券投信（アジア通貨セレクトコース）毎月分配型 982,898円

野村アジアハイ・イールド債券投信（円コース）年２回決算型 982,898円

野村アジアハイ・イールド債券投信（通貨セレクトコース）年２回決算型 982,898円

野村アジアハイ・イールド債券投信（アジア通貨セレクトコース）年２回決算型 982,898円

野村豪ドル債オープン・プレミアム毎月分配型 982,801円

野村豪ドル債オープン・プレミアム年２回決算型 491,401円

野村グローバルＲＥＩＴプレミアム（円コース）毎月分配型 982,608円

野村グローバルＲＥＩＴプレミアム（通貨セレクトコース）毎月分配型 982,608円

野村グローバルＲＥＩＴプレミアム（円コース）年２回決算型 982,608円

野村グローバルＲＥＩＴプレミアム（通貨セレクトコース）年２回決算型 982,608円

野村日本高配当株プレミアム（円コース）毎月分配型 982,415円

野村日本高配当株プレミアム（通貨セレクトコース）毎月分配型 982,415円

野村日本高配当株プレミアム（円コース）年２回決算型 982,415円

野村日本高配当株プレミアム（通貨セレクトコース）年２回決算型 982,415円

野村高配当インフラ関連株プレミアム（円コース）毎月分配型 982,029円

野村高配当インフラ関連株プレミアム（通貨セレクトコース）毎月分配型 982,029円

野村高配当インフラ関連株プレミアム（円コース）年２回決算型 982,029円

野村高配当インフラ関連株プレミアム（通貨セレクトコース）年２回決算型 982,029円

野村カルミニャック・ファンド　Ａコース 981,547円

野村カルミニャック・ファンド　Ｂコース 981,547円

野村通貨選択日本株投信（米ドルコース）毎月分配型 981,451円

野村通貨選択日本株投信（ユーロコース）毎月分配型 1,963円

野村通貨選択日本株投信（豪ドルコース）毎月分配型 981,451円

野村通貨選択日本株投信（ブラジルレアルコース）毎月分配型 981,451円

野村通貨選択日本株投信（トルコリラコース）毎月分配型 588,871円

野村通貨選択日本株投信（メキシコペソコース）毎月分配型 981,451円

野村通貨選択日本株投信（中国元コース）毎月分配型 196,291円

野村通貨選択日本株投信（インドネシアルピアコース）毎月分配型 294,436円

野村通貨選択日本株投信（インドルピーコース）毎月分配型 981,451円

野村通貨選択日本株投信（ロシアルーブルコース）毎月分配型 48,092円

野村通貨選択日本株投信（米ドルコース）年２回決算型 981,451円

野村通貨選択日本株投信（ユーロコース）年２回決算型 4,908円

野村通貨選択日本株投信（豪ドルコース）年２回決算型 981,451円

野村通貨選択日本株投信（ブラジルレアルコース）年２回決算型 981,451円

野村通貨選択日本株投信（トルコリラコース）年２回決算型 588,871円

野村通貨選択日本株投信（メキシコペソコース）年２回決算型 981,451円

野村通貨選択日本株投信（中国元コース）年２回決算型 98,146円

野村通貨選択日本株投信（インドネシアルピアコース）年２回決算型 196,291円

野村通貨選択日本株投信（インドルピーコース）年２回決算型 294,436円

野村通貨選択日本株投信（ロシアルーブルコース）年２回決算型 13,741円

野村エマージング債券プレミアム毎月分配型 981,451円

野村エマージング債券プレミアム年２回決算型 981,451円

ノムラ　ＴＨＥ　ＵＳＡ　Ａコース 981,258円

ノムラ　ＴＨＥ　ＵＳＡ　Ｂコース 981,258円
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ノムラ　ＴＨＥ　ＥＵＲＯＰＥ　Ａコース 98,117円

ノムラ　ＴＨＥ　ＥＵＲＯＰＥ　Ｂコース 98,117円

米国変動好金利ファンド　Ａコース 8,829,589円

米国変動好金利ファンド　Ｂコース 981,066円

野村日本ブランド株投資（米ドルコース）毎月分配型 9,809円

野村日本ブランド株投資（メキシコペソコース）毎月分配型 9,809円

野村日本ブランド株投資（米ドルコース）年２回決算型 9,809円

野村日本ブランド株投資（メキシコペソコース）年２回決算型 9,809円

野村アジアハイ・イールド債券投信（米ドルコース）毎月分配型 9,808円

野村アジアハイ・イールド債券投信（米ドルコース）年２回決算型 9,808円

野村米国ハイ・イールド債券投信（メキシコペソコース）毎月分配型 9,808円

野村米国ハイ・イールド債券投信（メキシコペソコース）年２回決算型 9,808円

野村米国ブランド株投資（米ドルコース）毎月分配型 9,807円

野村米国ブランド株投資（米ドルコース）年２回決算型 9,807円

野村ＰＩＭＣＯ新興国インフラ関連債券投信（米ドルコース）毎月分配型 9,807円

野村ＰＩＭＣＯ新興国インフラ関連債券投信（米ドルコース）年２回決算型 9,807円

第１回　野村短期公社債ファンド 98,261円

第２回　野村短期公社債ファンド 98,261円

第３回　野村短期公社債ファンド 98,261円

第４回　野村短期公社債ファンド 98,261円

第５回　野村短期公社債ファンド 98,261円

第６回　野村短期公社債ファンド 98,261円

第７回　野村短期公社債ファンド 98,261円

第８回　野村短期公社債ファンド 98,261円

第９回　野村短期公社債ファンド 98,260円

第１０回　野村短期公社債ファンド 98,260円

第１１回　野村短期公社債ファンド 98,261円

第１２回　野村短期公社債ファンド 982,607円

野村グローバル債券為替ファンド（適格機関投資家転売制限付） 110,309,196円

ノムラスマートプレミアムファンドハイブリッド３０（非課税適格機関投資家専用） 3,806,671,506円

野村日経２２５　ショート・ファンド（適格機関投資家専用） 637,568円

ノムラスマートプレミアムファンドハイブリッド５０（適格機関投資家転売制限付） 3,030,778,222円

グローバル・マルチテーマ・ファンドＰ　ハイブリッド型（適格機関投資家専用） 970,982円

野村ＤＣテンプルトン・トータル・リターン　Ａコース 9,818円

野村ＤＣテンプルトン・トータル・リターン　Ｂコース 9,818円

 

＊は当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

 

附属明細表

第1　有価証券明細表

(1)株式(平成26年 5月19日現在)

 

 

該当事項はありません。

 

(2)株式以外の有価証券(平成26年 5月19日現在)
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（単位:円）

 

種類 通貨 銘柄 券面総額 評価額 備考

国債証券 日本円 国庫債券　利付（２年）第３１７回 50,000,000 50,000,000 

国庫債券　利付（２年）第３１８回 304,000,000 304,026,455 

国庫債券　利付（２年）第３１９回 350,000,000 350,034,629 

国庫債券　利付（２年）第３２０回 200,000,000 200,022,568 

国庫債券　利付（２年）第３２１回 397,300,000 397,353,128 

国庫債券　利付（２年）第３２２回 395,000,000 395,066,879 

国庫債券　利付（２年）第３２３回 213,000,000 213,048,450 

国庫債券　利付（２年）第３２４回 100,000,000 100,015,776 

国庫債券　利付（２年）第３２７回 109,000,000 109,025,904 

国庫債券　利付（５年）第８４回 185,000,000 185,105,224 

国庫債券　利付（５年）第８５回 132,200,000 132,483,454 

国庫債券　利付（５年）第８６回 115,100,000 115,309,421 

国庫債券　利付（１０年）第２６０

回

100,000,000 100,127,262 

国庫債券　利付（１０年）第２６３

回

39,900,000 40,107,138 

国庫債券　利付（１０年）第２６４

回

15,050,000 15,123,030 

国庫債券　利付（２０年）第２７回 13,150,000 13,371,995 

国庫短期証券　第４４０回 800,000,000 799,992,800 

小計 銘柄数：17 3,518,700,000 3,520,214,113 

 組入時価比率：42.4%  60.4% 

 合計  3,520,214,113 

特殊債券 日本円 日本高速道路保有・債務返済機構承

継　政府保証第３３１回

63,000,000 63,292,505 

道路債券　政府保証第３３４回 100,000,000 100,723,992 

日本高速道路保有・債務返済機構承

継　政府保証第３３６回

70,000,000 70,634,220 

日本高速道路保有・債務返済機構承

継　政府保証第３３７回

71,000,000 71,659,970 

公営企業債券　政府保証第８３９回 100,000,000 100,029,292 

公営企業債券　政府保証第８４２回 55,000,000 55,245,080 

公営企業債券　政府保証第８４３回 30,000,000 30,152,016 

公営企業債券　政府保証第８４４回 12,000,000 12,079,944 
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公営企業債券　政府保証第８４７回 100,000,000 100,898,248 

公営企業債券　政府保証第８４８回 105,000,000 105,972,737 

首都高速道路債券　政府保証第１９

５回

161,000,000 162,444,337 

阪神高速道路債券　政府保証第１４

５回

10,000,000 10,119,915 

中小企業債券　政府保証第１８２回 70,000,000 70,342,086 

都市再生債券　政府保証第２２回 120,000,000 120,307,259 

関西国際空港債券　政府保証第４６

回

104,000,000 104,109,529 

商工債券　利付第７１１回い号 100,000,000 100,240,654 

農林債券　利付第７０８回い号 70,000,000 70,017,055 

農林債券　利付第７１１回い号 50,000,000 50,128,916 

しんきん中金債券　利付第２３７回 50,000,000 50,117,888 

しんきん中金債券　利付第２４２回 50,000,000 50,203,600 

小計 銘柄数：20 1,491,000,000 1,498,719,243 

 組入時価比率：18.1%  25.8% 

 合計  1,498,719,243 

社債券 日本円 日本たばこ産業　第５回 100,000,000 100,042,600 

みずほコーポレート銀行　第１６回

特定社債間限定同順位特約付

100,000,000 100,046,918 

みずほコーポレート銀行　第１７回

特定社債間限定同順位特約付

100,000,000 100,152,598 

三菱東京ＵＦＪ銀行　第１０６回特

定社債間限定同順位特約付

100,000,000 100,120,845 

小計 銘柄数：4 400,000,000 400,362,961 

 組入時価比率：4.8%  6.9% 

 合計  400,362,961 

コマーシャル・

ペーパー

日本円 フォレストコープ 100,000,000 99,995,891 

ストレイト 100,000,000 99,960,007 

三井住友Ｆ＆Ｌ 100,000,000 99,992,489 

三井住友信託銀行 100,000,000 99,982,368 

小計 銘柄数：4 400,000,000 399,930,755 

 組入時価比率：4.8%  6.9% 

 合計  399,930,755 

 合計  5,819,227,072 

 

(注1)比率は左より組入時価の純資産に対する比率、及び各小計欄の合計金額に対する比率であります。
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第２ デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表
 

 

該当事項はありません。

 

 

２ファンドの現況

純資産額計算書

米国変動好金利ファンド　Ａコース

 

平成26年 6月30日現在
 

Ⅰ　資産総額 998,085,773円　

Ⅱ　負債総額 553,283円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 997,532,490円　

Ⅳ　発行済口数 994,396,226口　

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0032円　
 

米国変動好金利ファンド　Ｂコース

 

平成26年 6月30日現在
 

Ⅰ　資産総額 323,323,778円　

Ⅱ　負債総額 105,876円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 323,217,902円　

Ⅳ　発行済口数 321,548,157口　

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0052円　
 

（参考）野村マネー　マザーファンド

 

平成26年 6月30日現在
 

Ⅰ　資産総額 16,897,087,437円　

Ⅱ　負債総額 4,497,004,104円　

Ⅲ　純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 12,400,083,333円　

Ⅳ　発行済口数 12,159,210,393口　

Ⅴ　１口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0198円　
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１委託会社等の概況

＜更新後＞

(1)資本金の額

平成26年6月末現在、17,180百万円

会社が発行する株式総数　　20,000,000株

発行済株式総数　　　　　　 5,150,693株

過去５年間における主な資本金の額の増減：該当事項はありません。

 

(2)会社の機構

(a)会社の意思決定機構

当社は委員会設置会社であり、会社の機関として株主総会、取締役会のほか代表執行役ならびに執行

役、指名委員会、監査委員会および報酬委員会をおきますが、代表取締役および監査役会は設けませ

ん。各機関の権限は以下のとおりであります。

株主総会

株主により構成され、取締役・会計監査人の選任・解任、剰余金の配当の承認、定款変更・合併等の

重要事項の承認等を行います。

取締役会

取締役により構成され、当社の業務につき意思決定を行います。また執行役・代表執行役、各委員会

の委員等を選任し、取締役および執行役の職務の執行を監督します。

代表執行役・執行役

各執行役は、当社の業務の執行を行います。代表執行役は当社を代表いたします。また取締役会によ

り委任された一定の事項について、代表執行役および執行役で構成される経営会議および執行役会が意

思決定を行います。なお、当社は執行役員制度を導入しており、経営会議の構成員には執行役会で選定

された執行役員が含まれます。

委員会

取締役３名以上（但し、各委員につき過半数は社外取締役であって執行役でない者）で構成され、

イ）指名委員会は、株主総会に提出する取締役の選任・解任・不再任に関する議案の内容を決定し、

ロ）報酬委員会は取締役・執行役が受ける個人別の報酬の決定に関する方針を定め、かつそれに従って

各報酬の内容を決定し、ハ）監査委員会は取締役・執行役の職務執行の適法性ならびに妥当性に関する

監査を行うととともに、株主総会に提出する会計監査人の選任・解任・不再任に関する議案の内容を決

定します。
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(b)投資信託の運用体制

 

 

２事業の内容及び営業の概況

＜更新後＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託者は、証券投資信託の設定

を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っていま

す。また「金融商品取引法」に定める第二種金融商品取引業に係る業務の一部及び投資助言業務を行ってい

ます。

委託者の運用する証券投資信託は平成26年5月30日現在次の通りです(ただし、親投資信託を除きます。)。
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種類 本数 純資産総額(百万円)

追加型株式投資信託 812 13,895,732

単位型株式投資信託 44 234,703

追加型公社債投資信託 18 6,143,470

単位型公社債投資信託 37 445,590

合計 911 20,719,495

 

 

 

３委託会社等の経理状況

＜更新後＞

１．委託会社である野村アセットマネジメント株式会社(以下「委託会社」という)の財務諸表は、「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等規則」とい

う)、ならびに同規則第２条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年８月６日

内閣府令第52号)により作成しております。

なお、当事業年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）の財務諸表に含まれる比較情報につ

いては、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成24年

９月21日内閣府令第61号）附則第２条第２項により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

 

２．財務諸表の記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

３．委託会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度(平成25年４月１日から平

成26年３月31日まで)の財務諸表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けております。

（１）貸借対照表

 

  
前事業年度　　　　　　　　

(平成25年３月31日)

当事業年度　　　　　　　　

(平成26年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

(資産の部)      

流動資産      

現金・預金   333  247

金銭の信託   51,061  51,758

有価証券   4,500  11,800

前払金   -  0

前払費用   29  28

未収入金   271  287

未収委託者報酬   8,651  10,741

未収収益   4,224  5,999

繰延税金資産   1,504  2,010

その他   12  159

貸倒引当金   △6  △8
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流動資産計   70,582  83,026

固定資産      

有形固定資産   1,470  1,508

建物 ※２ 485  442  

器具備品 ※２ 985  1,065  

無形固定資産   8,458  8,249

ソフトウェア  8,457  8,248  

電話加入権  1  1  

その他  0  0  

投資その他の資産   21,443  22,052

投資有価証券  9,061  11,747  

関係会社株式  12,092  9,609  

従業員長期貸付金  29  35  

長期差入保証金  55  50  

長期前払費用  19  80  

前払年金費用  -  347  

その他  184  181  

貸倒引当金  △0  △0  

固定資産計   31,373  31,810

資産合計   101,956  114,837

 

  
前事業年度　　　　　　　　

(平成25年３月31日)

当事業年度　　　　　　　　

(平成26年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

(負債の部)      

流動負債      

短期借入金   3,000  -

関係会社短期借入金   2,000  -

預り金   102  106

未払金 ※１  6,481  9,720

未払収益分配金  3  2  

未払償還金  42  33  

未払手数料  3,764  4,493  

その他未払金  2,671  5,191  

未払費用 ※１  6,979  8,420

未払法人税等   763  1,960

賞与引当金   3,109  3,984

流動負債計   22,436  24,191

固定負債      

退職給付引当金   813  -

時効後支払損引当金   495  505

繰延税金負債   1,640  3,211

固定負債計   2,948  3,716

負債合計   25,385  27,907

(純資産の部)      

株主資本   71,942  80,249

　資本金   17,180  17,180

　資本剰余金   11,729  11,729

　　資本準備金  11,729  11,729  

　利益剰余金   43,032  51,339
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　　利益準備金  685  685  

　　その他利益剰余金  42,347  50,654  

　　　別途積立金  24,606  24,606  

　　　繰越利益剰余金  17,740  26,048  

評価・換算差額等   4,628  6,679

　その他有価証券評価差額金   4,659  6,679

　繰延ヘッジ損益   △30  -

純資産合計   76,570  86,929

負債・純資産合計   101,956  114,837

 

（２）損益計算書

 

  

前事業年度

(自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日)

当事業年度

(自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

営業収益      

委託者報酬   74,067  87,258

運用受託報酬   17,516  24,589

その他営業収益   163  188

営業収益計   91,747  112,036

営業費用      

支払手数料   37,925  44,194

広告宣伝費   768  793

公告費   0  0

受益証券発行費   5  6

調査費   16,591  20,794

調査費  1,138  1,250  

委託調査費  15,453  19,544  

委託計算費   903  941

営業雑経費   2,616  2,926

通信費  199  188  

印刷費  1,057  948  

協会費  76  76  

諸経費  1,282  1,712  

営業費用計   58,810  69,656

一般管理費      

給料   10,039  11,091

役員報酬 ※２ 229  292  

給料・手当  6,696  6,823  

賞与  3,114  3,975  

交際費   122  131

旅費交通費   446  454

租税公課   289  387

不動産賃借料   1,242  1,212

退職給付費用   1,067  1,069

固定資産減価償却費   4,106  3,518

諸経費   6,273  6,596

一般管理費計   23,589  24,460
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営業利益   9,347  17,919

 

  
前事業年度

(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

当事業年度
(自　平成25年４月１日
　至　平成26年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円)

営業外収益      

受取配当金 ※１ 3,002  3,680  

収益分配金  0  0  

受取利息  2  3  

金銭の信託運用益  1,016  379  

為替差益  43  -  

その他  331  336  

営業外収益計   4,396  4,400

営業外費用      

 支払利息 ※１ 56  11  

　時効後支払損引当金繰入額  9  24  

その他  78  132  

営業外費用計   145  169

経常利益   13,598  22,151

特別利益      

投資有価証券等売却益  59  -  

株式報酬受入益  160  203  

固定資産売却益  10  -  

特別利益計   230  203

特別損失      

投資有価証券売却損  60  -  

投資有価証券償還損  -  51  

投資有価証券評価損  9  2  

関係会社株式評価損  2,916  2,491  

固定資産除却損 ※３ 118  17  

特別損失計   3,105  2,562

税引前当期純利益   10,723  19,792

法人税、住民税及び事業税   3,765  7,608

法人税等調整額   446  △90

当期純利益   6,510  12,273

 

（３）株主資本等変動計算書

　　前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

（単位：百万円）

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

その他利益剰余金

EDINET提出書類

野村アセットマネジメント株式会社(E12460)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

53/77



 資本金 資　本

準備金

資　本

剰余金

合　計

利　益

準備金 別　途

積立金

繰　

越　　

利　益

剰余金

利　益

剰余金

合　計

株　主　

資　本

合　計

当期首残高 17,180 11,729 11,729 685 24,606 14,320 39,611 68,521

当期変動額         

　剰余金の配当      △3,090 △3,090 △3,090

　当期純利益      6,510 6,510 6,510

株主資本以外

の項目の当期

変 動 額 （ 純

額）

        

当期変動額合計 － － － － － 3,420 3,420 3,420

当期末残高 17,180 11,729 11,729 685 24,606 17,740 43,032 71,942

 

(単位：百万円）

 　　　　　　　評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損　　　益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 2,693 12 2,705 71,227

当期変動額     

　剰余金の配当    △3,090

　当期純利益    6,510

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

1,965 △43 1,922 1,922

当期変動額合計 1,965 △43 1,922 5,342

当期末残高 4,659 △30 4,628 76,570

 

　　当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

（単位：百万円）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株　主　

資　本

合　計

資　本

準備金

資　本

剰余金

合　計

利　益

準備金

その他利益剰余金

利　益

剰余金

合　計

別　途

積立金

繰　

越　　

利　益

剰余金

当期首残高 17,180 11,729 11,729 685 24,606 17,740 43,032 71,942

当期変動額         

　剰余金の配当      △3,966 △3,966 △3,966

　当期純利益      12,273 12,273 12,273
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株主資本以外

の項目の当期

変 動 額 （ 純

額）

        

当期変動額合計 － － － － － 8,307 8,307 8,307

当期末残高 17,180 11,729 11,729 685 24,606 26,048 51,339 80,249

 

(単位：百万円）

 　　　　　　　評価・換算差額等

純資産合計その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損　　　益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 4,659 △30 4,628 76,570

当期変動額     

　剰余金の配当    △3,966

　当期純利益    12,273

株主資本以外の

項目の当期変動

額（純額）

2,020 30 2,051 2,051

当期変動額合計 2,020 30 2,051 10,358

当期末残高 6,679 － 6,679 86,929

 

[重要な会計方針]

 
１．有価証券の評価基準及び評価方法 (1)子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法

  

 (2）その他有価証券

時価のあるもの … 決算日の市場価格等に基づく時価法

 (評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しておりま

す)

時価のないもの … 移動平均法による原価法

  

２．金銭の信託の評価基準及び評価方

法

時価法

  

３．固定資産の減価償却の方法

 

(1) 有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除く)については、定額法によっており

ます。

主な耐用年数は以下の通りであります。

建物 38～50年

附属設備 ８～15年

構築物 　　20年

器具備品 ４～15年

  

 (2) 無形固定資産及び投資その他の資産

　定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能期間に基づく定額法によってお

ります。
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４．引当金の計上基準

　

(1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

  

 (2) 賞与引当金

賞与の支払に備えるため、支払見込額を計上しております。

  

 (3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、退職一時金及び確定給付型企

業年金について、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末まで

の期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっており

ます。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

確定給付型企業年金に係る数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によ

り、発生した事業年度の翌期から費用処理することとしておりま

す。また、退職一時金に係る数理計算上の差異は、発生した事業

年度の翌期に一括して費用処理することとしております。

退職一時金及び確定給付型企業年金に係る過去勤務費用は、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により、発生した事業年度から費用処理することとしております。

  

 (4) 時効後支払損引当金

時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金について、

受益者からの今後の支払請求に備えるため、過去の支払実績に基

づく将来の支払見込額を計上しております。

  

５．消費税等の会計処理方法

 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっており、控

除対象外消費税及び地方消費税は、当期の費用として処理しておりま

す。

  

６．連結納税制度の適用

 

連結納税制度を適用しております。

 
 
[未適用の会計基準等]
 
「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）及び「退職給付に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

(1)  概要

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並び

に開示の拡充等について改正されました。

(2)  適用予定日

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平成27年３月期の期首から適用します。

なお、当該会計基準等には経過的な取り扱いが定められているため、過去の期間の財務諸表に対しては遡

及適用しません。

(3)  当該会計基準等の適用による影響

退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中

であります。

 

 

[注記事項]

◇　貸借対照表関係
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前事業年度末

(平成25年３月31日)

当事業年度末

(平成26年３月31日)

※１．関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

未払金 2,368百万円

未 払 費

用　　　　　　　　　　　
1,584

※１．関係会社に対する資産及び負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

未払金 4,601百万円

未 払 費

用　　　　　　　　　　　
1,607

  

※２．有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物 518百万円

器具備品 2,524

合計 3,043

※２．有形固定資産より控除した減価償却累計額

建物 565百万円

器具備品 2,849

合計 3,414

  

 

◇　損益計算書関係

 
前事業年度

(自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日)

当事業年度

(自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日)

※１．関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で関係会社に対するもの

は、次のとおりであります。

受取配当金 2,922百万円

支 払 利

息　　　　　　　　　　
44

※１．関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で関係会社に対するもの

は、次のとおりであります。

受取配当金 3,568百万円

支 払 利

息　　　　　　　　　　　
5

  

※２．役員報酬の範囲額

役員報酬は報酬委員会決議に基づき支給されて

おります。

 

※２．役員報酬の範囲額

(同左)

※３．固定資産除却損

建物 5百万円

器具備品 23

ソ フ ト ウ ェ

ア　　　　　　　　　　
89

合計 118

※３．固定資産除却損

建物 -百万円

器具備品 6

ソ フ ト ウ ェ

ア　　　　　　　
11

合計 17

  

 

 
◇　株主資本等変動計算書関係

 
前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)
 
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 5,150,693株 － － 5,150,693株

 

２. 剰余金の配当に関する事項

（１）配当金支払額

平成24年５月16日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 3,090百万円

１株当たり配当額 600円

基準日 平成24年３月31日

効力発生日 平成24年６月１日
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    (２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成25年５月14日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 3,966百万円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 770円

基準日 平成25年３月31日

効力発生日 平成25年６月21日
 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)
 
１. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 5,150,693株 － － 5,150,693株

 

２. 剰余金の配当に関する事項

（１）配当金支払額

平成25年５月14日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 3,966百万円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 770円

基準日 平成25年３月31日

効力発生日 平成25年６月21日

　　　　　

    (２) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

平成26年５月14日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 10,043百万円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 1,950円

基準日 平成26年３月31日

効力発生日 平成26年６月２日
 
 

◇　金融商品関係
 

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

 

１. 金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、投資信託の運用を業として行っており、自社が運用する投資信託の商品性維持等を目的と

して、当該投資信託を投資有価証券として、あるいは特定金銭信託を通じ保有しております。直接ま

たは特定金銭信託を通じ行っているデリバティブ取引については、保有する投資信託にかかる将来の

為替及び価格の変動によるリスクの軽減を目的としているため、投資有価証券保有残高の範囲内で行
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うこととし、投機目的のためのデリバディブ取引は行わない方針であります。

なお、余資運用に関しては、譲渡性預金等安全性の高い金融資産で運用し、資金調達に関しては、

親会社である野村ホールディングス株式会社及びその他の金融機関からの短期借入による方針であり

ます。

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

投資有価証券として、あるいは特定金銭信託を通じ保有している投資信託につきましては、為替変

動リスクや価格変動リスクに晒されておりますが、その大部分については為替予約、株価指数先物、

債券先物、スワップ取引などのデリバティブ取引によりヘッジしております。また、株式につきまし

ては、政策投資として、あるいは業務上の関係維持を目的として保有しておりますが、価格変動リス

クに晒されております。有価証券及び投資有価証券並びに金銭の信託については財務部が管理してお

り、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、その内容を経営に報告しております。

デリバティブ取引の実行及び管理については、財務部及び運用調査本部で行っております。デリバ

ティブ取引については、取引相手先として高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。財務部は月に一度デリバティブ取引の内容を含んだ財務報告を経

営会議で行っております。

また、営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に対して支

払われる信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されているため、信用リ

スクはほとんどないと認識しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については次のとおりで

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

(単位：百万円)

 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金・預金 333 333 -

(2)金銭の信託 51,061 51,061 -

(3)未収委託者報酬 8,651 8,651 -

(4)有価証券及び投資有価証券    

その他有価証券 12,678 12,678 -

(5)関係会社株式 3,064 104,822 101,758

資産計 75,789 177,548 101,758

(6)短期借入金 3,000 3,000 -

(7)関係会社短期借入金 2,000 2,000 -

(8)未払金 6,481 6,481 -

　　未払収益分配金 3 3 -

　　未払償還金 42 42 -

　　未払手数料 3,764 3,764 -

　　その他未払金 2,671 2,671 -

(9)未払費用 6,979 6,979 -

(10)未払法人税等 763 763 -

負債計 19,224 19,224 -

(11)デリバティブ取引（＊）    
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ヘッジ会計が適用されていないもの - - -

ヘッジ会計が適用されているもの 3 3 -

デリバティブ取引計 3 3 -

 
（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

 

注1：金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金・預金、(3)未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 

(2) 金銭の信託

信託財産は、主として投資信託、デリバティブ取引、その他の資産（コールローン・委託証拠金等）で

構成されております。これらの時価について投資信託については基準価格、デリバティブ取引に関して

は、上場デリバティブ取引は取引所の価格、為替予約取引は先物為替相場、店頭デリバティブ取引は取引

先金融機関から提示された価格等によっております。また、その他の資産については短期間で決済される

ため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は基準価格によっております。ま

た、譲渡性預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、帳簿価額によってお

ります。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

 

(5) 関係会社株式

取引所の価格によっております。

 

(6) 短期借入金、(7) 関係会社短期借入金、(8) 未払金、(9) 未払費用、(10) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 

(11) デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

 

注2：非上場株式等（貸借対照表計上額：投資有価証券883百万円、関係会社株式9,028百万円）は、市場価格

がなく、かつキャッシュフローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。なお、当事業年度において、非上

場株式について2,916百万円減損処理を行っております。

 

 

注3：金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

(単位：百万円)
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 1年以内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

預金 333 - - -

金銭の信託 51,061 - - -

未収委託者報酬 8,651 - - -

有価証券及び投資有価証券 4,500 - - -

合計 64,547 - - -

 

当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

 

１. 金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、投資信託の運用を業として行っており、自社が運用する投資信託の商品性維持等を目的と

して、当該投資信託を特定金銭信託を通じ保有しております。特定金銭信託を通じ行っているデリバ

ティブ取引については、保有する投資信託にかかる将来の為替及び価格の変動によるリスクの軽減を

目的としているため、投資信託保有残高の範囲内で行うこととし、投機目的のためのデリバディブ取

引は行わない方針であります。

なお、余資運用に関しては、譲渡性預金等安全性の高い金融資産で運用し、資金調達に関しては、

親会社である野村ホールディングス株式会社及びその他の金融機関からの短期借入による方針であり

ます。

 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

特定金銭信託を通じ保有している投資信託につきましては、為替変動リスクや価格変動リスクに晒

されておりますが、その大部分については為替予約、株価指数先物、債券先物、スワップ取引などの

デリバティブ取引によりヘッジしております。また、株式につきましては、政策投資として、あるい

は業務上の関係維持を目的として保有しておりますが、価格変動リスクに晒されております。有価証

券及び投資有価証券並びに金銭の信託については財務部が管理しており、定期的に時価や発行体の財

務状況を把握し、その内容を経営に報告しております。

デリバティブ取引の実行及び管理については、財務部及び運用調査本部で行っております。デリバ

ティブ取引については、取引相手先として高格付を有する金融機関に限定しているため信用リスクは

ほとんどないと認識しております。財務部は月に一度デリバティブ取引の内容を含んだ財務報告を経

営会議で行っております。

また、営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に対して支

払われる信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されているため、信用リ

スクはほとんどないと認識しております。

 

２. 金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日における貸借対照表計上額、時価、及びこれらの差額については次のとおりで

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

(単位：百万円)
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 貸借対照表計上額 時価 差額

(1)現金・預金 247 247 -

(2)金銭の信託 51,758 51,758 -

(3)未収委託者報酬 10,741 10,741 -

(4)有価証券及び投資有価証券    

その他有価証券 22,467 22,467 -

(5)関係会社株式 3,064 141,441 138,377

資産計 88,278 226,656 138,377

(6)未払金 9,720 9,720 -

　　未払収益分配金 2 2 -

　　未払償還金 33 33 -

　　未払手数料 4,493 4,493 -

　　その他未払金 5,191 5,191 -

(7)未払費用 8,420 8,420 -

(8)未払法人税等 1,960 1,960 -

負債計 20,100 20,100 -

 

注1：金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1) 現金・預金、(3)未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 

(2) 金銭の信託

信託財産は、主として投資信託、デリバティブ取引、その他の資産（コールローン・委託証拠金等）で

構成されております。これらの時価について投資信託については基準価格、デリバティブ取引に関して

は、上場デリバティブ取引は取引所の価格、為替予約取引は先物為替相場、店頭デリバティブ取引は取引

先金融機関から提示された価格等によっております。また、その他の資産については短期間で決済される

ため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

 

(4) 有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によってます。また、譲渡性預金は短期間で決済されるた

め、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、帳簿価額によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照ください。

 

(5) 関係会社株式

取引所の価格によっております。

(6) 未払金、(7) 未払費用、(8) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 

注2：非上場株式等（貸借対照表計上額：投資有価証券1,080百万円、関係会社株式6,545百万円）は、市場価
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格がなく、かつキャッシュフローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認

められるため、「有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。なお、当事業年度において、非

上場株式について2,494百万円減損処理を行っております。

 

注3：金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

 1年以内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

預金 247 - - -

金銭の信託 51,758 - - -

未収委託者報酬 10,741 - - -

有価証券 11,800 - - -

合計 74,547 - - -

 

◇　有価証券関係
 

前事業年度 （自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

 

１．売買目的有価証券(平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券(平成25年３月31日)

該当事項はありません。

 

３．子会社株式及び関連会社株式(平成25年３月31日)

 

区分

貸借対照表

計上額

(百万円)

時価

 

(百万円)

差額

 

(百万円)

関連会社株式 3,064 104,822 101,758

合計 3,064 104,822 101,758

 

４．その他有価証券(平成25年３月31日)

 

区分

貸借対照表

計上額

(百万円)

取得原価

 

(百万円)

差額

 

(百万円)

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの
   

株式 7,534 282 7,251

小計 7,534 282 7,251

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの
   

投資信託(※１) 644 645 △0

譲渡性預金 4,500 4,500 －
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小計 5,144 5,145 △0

合計 12,678 5,427 7,250

 
(※１)　当事業年度末において、投資有価証券に係る為替変動リスクをヘッジするための為替予約取引についてヘッジ会計

を適用しております。対応する繰延ヘッジ損失は30百万円（税効果会計適用後）であり、貸借対照表に計上して

おります。

 

５．事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

 

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 21 6 －

投資信託 708 － 60

合計 730 6 60

 

当事業年度 （自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

 
１．売買目的有価証券(平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券(平成26年３月31日)

該当事項はありません。

 

３．子会社株式及び関連会社株式(平成26年３月31日)

 

区分

貸借対照表

計上額

(百万円)

時価

 

(百万円)

差額

 

(百万円)

関連会社株式 3,064 141,441 138,377

合計 3,064 141,441 138,377

 

４．その他有価証券(平成26年３月31日)

 

区分

貸借対照表

計上額

(百万円)

取得原価

 

(百万円)

差額

 

(百万円)

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの
   

株式 10,667 282 10,384

小計 10,667 282 10,384

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの
   

譲渡性預金 11,800 11,800 －

小計 11,800 11,800 －

合計 22,467 12,082 10,384
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５．事業年度中に売却したその他有価証券（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

 

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 － － －

投資信託 761 － 51

合計 761 － 51

（注）投資信託の「売却額」及び「売却損の合計額」は償還によるものであります。

◇　退職給付関係

 

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度を、また確

定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。

 

２．退職給付債務に関する事項(平成25年３月31日)

イ．退職給付債務 △15,209百万円

ロ．年金資産 12,456 

ハ．未積立退職給付債務(イ＋ロ) △2,752 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 ― 

ホ．未認識数理計算上の差異 2,471 

ヘ．未認識過去勤務債務(債務の増額) △532 

ト．貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △813 

チ．前払年金費用 ― 

リ．退職給付引当金(ト－チ) △813 

 

３．退職給付費用に関する事項(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

イ．勤務費用 608百万円

ロ．利息費用 251 

ハ．期待運用収益 △237 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ― 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 304 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △40 

ト．退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 885 

チ．その他(注) 170 

　計 1,055 

(注) 確定拠出年金への掛金支払額等であります。

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ.　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ.　割引率 1.5％

ハ.　期待運用収益率 2.5％

ニ.　過去勤務債務の額の処理年数 16年(発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による定額

法により、費用処理することとして

おります。)

ホ.　数理計算上の差異の処理年数 (1) 退職一時金に係るもの

１年(発生時の翌期に費用処理す

ることとしております。)

 

 

 

 

 

 

(2) 退職年金に係るもの

16年(発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数によ

る定額法により、翌期から費用

処理することとしております。)

 

ヘ.　会計基準変更時差異の処理年数 該当はありません。
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当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付型企業年金制度及び退職一時金制度を、また確

定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けております。

 

２．確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

退職給付債務の期首残高 15,209 百万円

　勤務費用 750  

　利息費用 228  

　数理計算上の差異の発生額 △25  

　退職給付の支払額 △494  

　その他 11  

退職給付債務の期末残高 15,680  

　

(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

年金資産の期首残高 12,456 百万円

　期待運用収益 311  

　数理計算上の差異の発生額 428  

　事業主からの拠出額 2,065  

　退職給付の支払額 △475  

年金資産の期末残高 14,786  

　

(3) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金

　　 及び前払年金費用の調整表

積立型制度の退職給付債務 13,485 百万円

年金資産 △14,786  

 △1,301  

非積立型制度の退職給付債務 2,194  

未積立退職給付債務 893  

未認識数理計算上の差異 △1,733  

未認識過去勤務費用 492  

貸借対照表上に計上された負債と資産の純額 △347  

   

前払年金費用 △347  

貸借対照表上に計上された負債と資産の純額 △347  

　

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 750 百万円

利息費用 228  

期待運用収益 △311  

数理計算上の差異の費用処理額 284  

過去勤務費用の費用処理額 △40  

その他 △12  

確定給付制度に係る退職給付費用 899  

　

(5) 年金資産に関する事項

　　①年金資産の主な内容

　　　　年金資産合計に対する主な分類毎の比率は、次の通りです。

債券 30%  

株式 18%  

受益証券等 14%  

生保一般勘定 19%  

その他 19%  

合計 100%  
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　　②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分

と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮

しております。

 

(6) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率 1.6%  

長期期待運用収益率 2.5%  

　

３．確定拠出制度

　　当社の確定拠出制度への要拠出額は、170百万円でした。

 

 
 

◇　税効果会計関係

 
前事業年度末

(平成25年３月31日)

当事業年度末

(平成26年３月31日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

繰延税金資産 百万円

関係会社株式評価減 1,050

賞与引当金 1,181

所有株式税務簿価通算差異 776

投資有価証券評価減 501

未払事業税 184

ゴルフ会員権評価減 408

減価償却超過額 208

時効後支払損引当金 178

子会社株式売却損 172

未払社会保険料 90

退職給付引当金 292

繰延ヘッジ損失 18

その他 124

繰延税金資産小計 5,189

評価性引当金 △2,704

繰延税金資産計 2,485

繰延税金負債  

有価証券評価差額金 2,620

前払年金費用 -

繰延税金負債計 2,620

繰延税金負債(純額) 135

  

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産 百万円

関係会社株式評価減 1,947

賞与引当金 1,434

所有株式税務簿価通算差異 776

投資有価証券評価減 502

未払事業税 425

ゴルフ会員権評価減 408

減価償却超過額 206

時効後支払損引当金 181

子会社株式売却損 172

未払社会保険料 100

退職給付引当金 -

繰延ヘッジ損失 -

その他 126

繰延税金資産小計 6,284

評価性引当金 △3,602

繰延税金資産計 2,681

繰延税金負債  

有価証券評価差額金 3,757

前払年金費用 125

繰延税金負債計 3,882

繰延税金負債(純額) 1,200

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 38.0％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項

目

0.5％

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目

 

△10.1％

住民税等均等割 0.0％

タックスヘイブン税制 2.1％

外国税額控除 △0.0％

税率変更による期末繰延税金資産の減

額修正

関係会社株式評価減

-％

 

10.3％

その他 △1.6％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.2％

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 38.0％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項

目

0.4％

受取配当金等永久に益金に算入されな

い項目

 

△6.7％

住民税等均等割 0.0％

タックスヘイブン税制 1.4％

外国税額控除 △0.3％

税率変更による期末繰延税金資産の減

額修正

関係会社株式評価減

0.5％

 

4.7％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.9％
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延

税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」が平成26年３

月31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始す

る事業年度から復興特別法人税が課されないことと

なりました。これに伴い、当事業年度の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率

は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異について、前事業年度の38％か

ら36％に変更されております。

この変更により、繰延税金負債の純額が111百万円増

加し、法人税等調整額（貸方）は111百万円減少して

おります。

 

◇　セグメント情報等

 

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

 
１．セグメント情報

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．関連情報

（１）製品・サービスごとの情報

当社の製品・サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、製

品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。

 

（２）地域ごとの情報

① 売上高

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、地域

ごとの営業収益の記載を省略しております。

② 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、

地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

（３）主要な顧客ごとの情報

外部顧客からの営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10%以上を占める相手先がないため、主要

な顧客ごとの営業収益の記載を省略しております。

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

 
１．セグメント情報

当社は投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

２．関連情報

（１）製品・サービスごとの情報

当社の製品・サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、製

品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。

 

（２）地域ごとの情報

① 売上高

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の90%を超えるため、地域
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ごとの営業収益の記載を省略しております。

② 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、

地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

 

（３）主要な顧客ごとの情報

外部顧客からの営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10%以上を占める相手先がないため、主要

な顧客ごとの営業収益の記載を省略しております。

◇　関連当事者情報

 

前事業年度(自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日)

 

１．関連当事者との取引

（ア）親会社及び法人主要株主等

 

種類

会社等

の名称又は

氏名

所在地 資本金
事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

関連当事

者　　との関

係

取引の内容

取引

金額

(百万円)

科目

期末

残高

(百万円)

親会社

野村ホー

ルディン

グス株式

会社

東京都

中央区

594,492

(百万円)

 

持株会社

(被所有)

直接

100.0％

資産の賃貸借

及び購入等

役員の兼任

資金の借入

(*１)
59,500

短期借入

金

 

2,000

資金の返済 66,000

借入金利息

の支払
44 未払費用 0

 
（イ）子会社等

 

種類

会社等

の名称又は

氏名

所在地 資本金
事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

関連当事

者　　との関

係

取引の内容

取引

金額

(百万円)

科目

期末

残高

(百万円)

関連

会社

株式会社

野村総合

研究所

東京都

千代田

区

18,600

(百万円)

情報

サービス業

(所有)

直接

21.6％

サービス・製

品の購入

自社利用の

ソフトウェ

ア開発の委

託等(*２)

4,433 未払費用 706

 

（ウ）兄弟会社等

 

種類

会社等

の名称又は

氏名

所在地 資本金
事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

関連当事者　　

との関係
取引の内容

取引

金額

(百万円)

科目

期末

残高

(百万円)

親会社の

子会社

 

野村證券

株式会社

東京都

中央区

10,000

(百万円)
証券業 ―

当社投資信託

の募集の取扱

及び売出の取

扱ならびに投

資信託に係る

事務代行の委

託等

 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払(*３)

30,983
未払

手数料
3,105

EDINET提出書類

野村アセットマネジメント株式会社(E12460)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

69/77



親会社の

子会社

 

野村ファン

ド・リサー

チ ・ ア ン

ド・テクノ

ロジー株式

会社

東京都
中央区

400

(百万円)
投資顧問業     ―

当社投資信託

の運用委託

役員の兼任

投資信託の

運用に係る

投資顧問料

の支払

（*４）

1,941 未払費用 827

親会社の

子会社

野 村 信 託

銀 行 株 式

会社

東京都
千代田
区

30,000

(百万円)

 

信託銀行業 　―

資産の賃貸借

及び購入等

役員の兼任

資 金 の 借

入(*１)
3,000

短期借入

金

 

3,000

借入金利息

の支払
12 未払費用

－

 

 

（エ）役員及び個人主要株主等

該当はありません。

 
(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(*１)　資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(*２)　ソフトウェア開発については、調査・研究に要する費用や開発工数等を勘案し、総合的に決定しており

ます。

　(*３)　投資信託に係る事務代行手数料については、商品性等を勘案し総合的に決定しております。

　(*４)　投資信託の運用に係る投資顧問料については、一般取引条件と同様に決定しております。

 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　　（１）親会社情報

　　　　　　野村ホールディングス㈱（東京証券取引所、大阪証券取引所、名古屋証券取引所、シンガポール

証券取引所、ニューヨーク証券取引所に上場）

 

　　　　（２）重要な関連会社の要約財務諸表

　　　　　　当事業年度において、重要な関連会社は㈱野村総合研究所であり、その要約財務諸表は以下のと

おりであります。

  (百万円)

  ㈱野村総合研究所

 流動資産合計 173,289

 固定資産合計 239,585

   

 流動負債合計 119,860

 固定負債合計 20,742

   

 純資産合計 272,272

   

 売上高 337,340

 税引前当期純利益 34,116

 当期純利益 21,546

 

当事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)
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１．関連当事者との取引

（ア）親会社及び法人主要株主等

 

種類

会社等

の名称又は

氏名

所在地 資本金
事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

関連当事

者　　との関

係

取引の内容

取引

金額

(百万円)

科目

期末

残高

(百万円)

親会社

野村ホー

ルディン

グス株式

会社

東京都

中央区

594,492

(百万円)

 

持株会社

(被所有)

直接

100.0％

資産の賃貸借

及び購入等

役員の兼任

資金の借入

(*１)
8,000

短期借入

金

 

－

資金の返済 10,000

借入金利息

の支払
5 未払費用 －

 
（イ）子会社等

 

種類

会社等

の名称又は

氏名

所在地 資本金
事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

関連当事

者　　との関

係

取引の内容

取引

金額

(百万円)

科目

期末

残高

(百万円)

関連

会社

株式会社

野村総合

研究所

東京都

千代田

区

18,600

(百万円)

情報

サービス業

(所有)

直接

21.5％

サービス・製

品の購入

自社利用の

ソフトウェ

ア開発の委

託等(*２)

5,073 未払費用 716

 

（ウ）兄弟会社等

 

種類

会社等

の名称又は

氏名

所在地 資本金
事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

関連当事者　　

との関係
取引の内容

取引

金額

(百万円)

科目

期末

残高

(百万円)

親会社の

子会社

 

野村證券

株式会社

東京都

中央区

10,000

(百万円)
証券業 ―

当社投資信託

の募集の取扱

及び売出の取

扱ならびに投

資信託に係る

事務代行の委

託等

役員の兼任

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払(*３)

36,867
未払手数

料
3,854

親会社の

子会社

 

野村ファン

ド・リサー

チ ・ ア ン

ド・テクノ

ロジー株式

会社

東京都
中央区

400

(百万円)
投資顧問業 ―

当社投資信託

の運用委託

役員の兼任

投資信託の

運用に係る

投資顧問料

の支払

（*４）

1,959 未払費用 760

親会社の

子会社

野 村 信 託

銀 行 株 式

会社

東京都
千代田
区

30,000

(百万円)

 

信託銀行業 ―

資産の賃貸借

及び購入等

役員の兼任

資 金 の 返

済
3,000

短期借入

金

 

－

借入金利息

の支払
6 未払費用 －

 

（エ）役員及び個人主要株主等

該当はありません。
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(注)１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

(*１)　資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(*２)　ソフトウェア開発については、調査・研究に要する費用や開発工数等を勘案し、総合的に決定しており

ます。

　(*３)　投資信託に係る事務代行手数料については、商品性等を勘案し総合的に決定しております。

　(*４)　投資信託の運用に係る投資顧問料については、一般取引条件と同様に決定しております。

 

 

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

　　　　（１）親会社情報

　　　　　　野村ホールディングス㈱（東京証券取引所、名古屋証券取引所、シンガポール証券取引所、

ニューヨーク証券取引所に上場）

 

　　　　（２）重要な関連会社の要約財務諸表

　　　　　　当事業年度において、重要な関連会社は㈱野村総合研究所であり、その要約財務諸表は以下のと

おりであります。

  (百万円)

  ㈱野村総合研究所

 流動資産合計 191,892

 固定資産合計 249,548

   

 流動負債合計 84,950

 固定負債合計 55,262

   

 純資産合計 301,227

   

 売上高 355,777

 税引前当期純利益 47,854

 当期純利益 28,759

 

◇　１株当たり情報

前事業年度

(自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日)

当事業年度

(自　平成25年４月１日

至　平成26年３月31日)

 

１株当たり純資産額 14,866円12銭

１株当たり当期純利益 1,264円08銭

 

１株当たり純資産額 16,877円25銭

１株当たり当期純利益 2,382円87銭

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 6,510百万円

普通株式に係る当期純利益 6,510百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 5,150,693株

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純利益 12,273百万円

普通株式に係る当期純利益 12,273百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 5,150,693株
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第２【その他の関係法人の概況】

１名称、資本金の額及び事業の内容

＜更新後＞

(1) 受託者

(a)名称 (b)資本金の額
＊ (c)事業の内容

野村信託銀行株式会社 30,000百万円

銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融

機関の信託業務の兼営等に関する法律(兼営

法)に基づき信託業務を営んでいます。

＊平成26年5月末現在

 

(2) 販売会社

(a)名称 (b)資本金の額
＊ (c)事業の内容

エース証券株式会社 8,831百万円

「金融商品取引法」に定める第一種金融商品

取引業を営んでいます。

株式会社ＳＢＩ証券 47,937百万円

髙木証券株式会社 11,069百万円

楽天証券株式会社 7,495百万円

野村信託銀行株式会社 30,000百万円 銀行法に基づき銀行業を営んでいます。

＊平成26年5月末現在
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成26年7月7日

野村アセットマネジメント株式会社

取締役会　御中　     

 

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
 公認会計士  

岩 　部 　俊 　

夫　　　　業務執行社員

 

指定有限責任社員
 公認会計士  

森 　重 　俊 　

寛　　　　業務執行社員

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経

理状況」に掲げられている米国変動好金利ファンド　Aコースの平成25年11月25日から平成26年5月19日までの

特定期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査

を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため

に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な

表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

米国変動好金利ファンド　Aコースの平成26年5月19日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する特定期間

の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　野村アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

(注)　1．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して
おります。

2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成26年7月7日

野村アセットマネジメント株式会社

取締役会　御中　     

 

新日本有限責任監査法人
 

指定有限責任社員
 公認会計士  

岩 　部 　俊 　

夫　　　　業務執行社員

 

指定有限責任社員
 公認会計士  

森 　重 　俊 　

寛　　　　業務執行社員

 
　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経

理状況」に掲げられている米国変動好金利ファンド　Bコースの平成25年11月25日から平成26年5月19日までの

特定期間の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査

を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ

た。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため

に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及

び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査

法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な

表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

米国変動好金利ファンド　Bコースの平成26年5月19日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する特定期間

の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　野村アセットマネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の

規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 

(注)　1．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して
おります。

2．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

平成26年6月6日

 
野村アセットマネジメント株式会社
　取　締　役　会　　御　中
 
 

新日本有限責任監査法人   

 

指定有限責任社員
 公認会計士  岩　部　俊　夫　

業務執行社員

 

指定有限責任社員
 公認会計士  森　重　俊　寛　

業務執行社員

 

指定有限責任社員
 公認会計士  湯　原　　　尚　

業務執行社員
 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「委託会社等の経理状況」に掲げられている野村アセットマネジメント株式会社の平成２５年

４月１日から平成２６年３月３１日までの第５５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を

行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を

実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性に

ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況

に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、野村アセットマネジメント株式会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態

及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　　上

 

(注)　１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管して

おります。

　　　２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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